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＜はじめに＞ 

 

 一昨年９月に策定・公表した「大阪府行財政計画(案)（以下、計画案といいます。）」は、おおむね１０年間を展望した府政改革の

基本方針ですが、危機的な財政状況などを踏まえ、スピードある改革に努めるため、平成１４年度から１６年度までの３ヵ年を「集

中取組期間」と位置付け、できることは先送りせず、どんどん着手することとしたところです。 

この考えの下、昨年2月、その時点における当面３ヵ年の具体的取組内容を「改革工程表」としてとりまとめ、府民の皆さんに明

らかにするとともに、｢集中取組期間｣中､毎年度､当該年度の取組実績と次年度以降の取組について取りまとめ、公表することといた

しました。 

大阪府では、府政を取り巻く環境の変化に迅速かつ的確に対応するとともに、一日も早く府政の再生を実現するため、平成１４年

を「改革元年」とし、計画案の着実な取組はもちろんのこと、取組の前倒しや早期具体化、さらなる改革にも取組んでいます。 

今回、昨年の「改革工程表」をもとに、平成 14 年度の取組実績と 15・16 年度の取組内容について、平成 15 年 2 月時点にお

ける進捗状況をとりまとめました。 

  今後も引き続き、機敏な対応を心がけ、行財政改革のたゆみない推進を図ってまいります。 

 

  なお、取組の前倒しや早期具体化、さらなる改革の取組については、別に「大阪府行財政計画(案)進捗状況―前倒し・さらなる改

革等についてー《平成14年度版》」においてもとりまとめております。 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方

平成14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

１ 組織の再編・スリム化 

1 

本庁組織及び出先機

関の再編 

・企画、立案機能の強化を図る

など本庁組織の見直し。 

・行政の守備範囲の明確化、民

間ノウハウの導入・活用、市町

村への権限移譲などによる、出

先機関の再編。電子申請等ＩＴ

化の普及等を踏まえ、窓口機能

のあり方を含め、出先機関のあ

り方についても検討。 

・政策調整機能を知事直轄に一元化 

・環境農林水産部門における環境部門の充実 

・企業局本庁組織の見直し 

・大学、病院、高校教育など改革実現に向けた

体制整備 

・万代診療所の廃止（13年度末） 

・3労働事務所の再編 

・淡水魚試験場を食とみどりの総合技術センタ

ーへ再編 

・北部公園事務所と東部公園事務所を統合し、

新たに北部公園事務所を設置 

・阪南･臨海整備事務所の廃止（13年度末） 

・7 教育振興センターを１ヵ所に再編し、教育

事務所を開設 

・高槻市への中核市移行に伴う高槻保健所の

移管（14年度末） 

・堺高等職業技術専門校の廃止（１４年度末）

・滝畑ダム管理事務所を南河内農と緑の総合

事務所へ統合 

・中部公園事務所と南部公園事務所を統合し、

新たに南部公園事務所（仮称）を設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2 

地方独立行政法人化 ・質の高い行政サービスを柔軟

かつ効率的、効果的に行うとと

もに、透明性のある組織運営を

確保するため、国の検討状況を

見極めつつ、本府の実情に即し

て活用できる地方独立行政法

人化を検討。 

【検討項目例】 

 試験研究機関、大学、病院等

・本府の実情に即した法制度の早期創設を国に

引続き働きかける。 

・国の動向を踏まえつつ、本府における地方独

立行政法人化の検討を推進する。（「公立大学法

人」化の検討・府立５病院の運営形態のあり方

検討等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国一、スリムな組織づくり 
～一般行政部門で３,０００人を削減～ 

出先機関等のあり方について検

討のうえ順次具体化 
・入札契約事務の集約化の検討 
・自動車税事務所のあり方検討 
・法整備を見据えた府大学の「公

立大学法人」化の実現 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方

平成14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

3 

事務事業の見直し・

出先機関の再編によ

る削減 

約 1,200人 

(Ｈ14～16：約350

人) 

・施策評価の実施や行政の守備

範囲の明確化等により、事務事

業の見直しや出先機関の再編

による削減。 

・職員診療所の見直し・万代診療所の廃止（13

年度末）・成人病センター附属高等看護学院の廃

止（13年度末）・中宮病院の一部休床・環境指

導室泉州分室の廃止（13年度末）・企業局本庁

組織の見直し・阪南･臨海整備事務所の廃止（13

年度末）・試験研究機関における研究業務の重点

化・建設事業費の削減など    

 約１１５人削減 

・東京事務所業務の見直し・秘書業務における非常勤の活用・パスポートセンターの業務執

行体制の見直し・高槻保健所の市への移管（14年度末）・府立5病院の診療機能の見直し・

堺高等職業技術専門校の廃止（１４年度末）・貿易専門学校の廃止（15 年度末）・滝畑ダム

管理事務所の南河内農と緑の総合事務所への統合・企業局業務の見直し・施設管理業務の見

直し・試験研究機関における研究業務の重点化など            

約２３５人削減 

                          

4 

アウトソーシングの

実施による削減 

約 800人 

(Ｈ14～16：約２50

人) 

 

・直接、公権力の行使にかかわ

らないもので、民間で実施した

ほうが効率的かつ効果的に実施

できる業務・サービスについて

は、そのサービス水準に留意の

上、原則として、民間委託。 

・職員健康診断業務 ・消費生活センターにお

ける相談業務 ・府営公園維持管理業務（北部・

東部公園事務所）・業務処理方法の見直しなど 

              約４０人削減 

・庁内システム開発・文書逓送業務・府営公園維持管理業務（中部・南部・臨海公園事務所

１５年度当初）各種検査業務・業務処理方法の見直しなど 

                                 約２１０人削減 

5 

事務効率化による削

減 

約 400人 

(Ｈ14～16：約150

人) 

 

・ＩＴ化・ＢＰＲの活用、業務

執行体制の見直しなどを行い、

より効率的な事務執行体制を

確立することにより削減。 

・各種事務改善等 

              約６０人削減 

・総務サービスセンターの設置による効率化・各種ＢＰＲ 

・その他事務改善等                

                                  約９０人削減 

・事務事業の見直し・

出先機関の再編／ア

ウトソーシングの実

施／事務の効率化に

より 

Ｈ15 約 250人削減 

Ｈ16 約２８５人削減

 

 

 

6 
独立行政法人化 

約 600人 
 ・法制化の動向を踏まえながら、本府における

地方独立行政法人化の検討推進 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方

平成14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

7 

公立学校教員定数 ・児童生徒数の動向、教育水準

や教育課題への対応、教育改革

の着実な推進等を踏まえた上

で、少人数授業などによる基礎

学力の向上やきめ細かな指導

を目指し、国で措置される定数

を最大限確保することにより、

本府独自に配置した教員を全

廃するなど、一層適正な定数管

理に努力。 

なお、学校の活性化と年齢構

成の是正を図る観点から、教員

の計画的な採用に努力。 

・府単独加配教員 

         ２７３人削減 

 

・国改善教員定数 

         ３２５人確保 

 

・府単独加配教員 

             ５４３人削減 

 

・国改善教員定数 

             ６５０人確保  

 

 

8 

府立学校事務職員等

定数 
・一層効率的な学校運営に努

め、IT 化による業務省力化やア

ウトソーシング等を行うこと

により削減。 

･事務のＢＰＲ、アウトソーシング等の実施

１１人削減 

･基幹システムの構築 

（知事部局と連携） 

 

 

       開発 

 

･事務のＢＰＲ、IT 化による業務省力化、アウトソーシング等の実施          

                          １３９人削減予定 

 

 

 

運用開始（16年度当初） 

 試験実施 

                     

 

9 

警察部門の職員定数 ・組織・人員の効率的運用、業

務の合理化、民間能力の活用及

び職員の資質の向上を図りつ

つ、治安情勢や警察事象の推移

を見極め、より一層適正な定数

管理に努力。 

・政令定数の確保  

警察官１７０人増員 

 

警察官３８０人増員 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

２ 組織の活性化・職員のモラールアップ     

10 

部局単位での自律的で主

体的な組織運営 

・行政評価システムによる施策の進行管理をは

じめ、予算・人事などの権限の庁内分権の推進。 

・全庁横断的な総合調整機能を担保するための

本庁組織体制の整備。 

・総務サービスセンター機能の検討と併

せた、予算・人事等各部局への権限移譲

項目の検討、実施 

 

 

・政策調整機能を知事直轄に一元化 

・施策評価と予算編成の連携によるＰＤ

ＣＡの推進 

・同左 

 

 

・府立５病院の医師・看護師配置に

係る裁量権の拡大 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

 

 

 

 

・同左 

 

11 

シンプルでフラットかつ

スピーディーな業務執行

体制の整備 

・組織の責任と権限をより明確化し、小規模な

組織単位で基本的な業務が完結することを視

野において業務執行体制の整備。 

・迅速な意思決定を確保するため、現行の室・

課体制の見直し、意思決定に関与する中間職制

の見直し。 

・スリムで機動的な組織運営を確保する観点か

ら、非常勤職員の有効な活用方策の検討。 

・現行の室課体制の検証と小規模組織の

活用 

・迅速な意思決定を確保するため、スタ

ッフ職の適正配置 

・府退職職員の知識経験を非常勤職員と

して有効活用する府退職職員・非常勤嘱

託員登録制度の創設 

・同左 

 

・同左 

・同左 

 

・同左 

 

・財務会計など、他の基幹システムについても電子決裁、電子文書保存の共

通基盤を適用 

  ⇒総務サービスセンターの出先機関運用のための対応 

12 

ＩＴ化によるＢＰＲの推

進 

・電子決裁の導入により決裁手続きの 100％

電子化を目指すなど、ペーパーレス化と意思決

定の迅速化を推進。 

・一人一台のパソコン配置などを契機として、

ＢＰＲについての目標管理制度を導入・運用

し、職員一人あたりの生産性の１０％向上（処

理時間ベース）。 

・本庁において行政文書管理システム

（電子決裁・電子文書保存等）稼動 

（１５年１月試行運用） 

・意思決定の効率化、決裁添付書類のス

リム化 

（目標ペーパー６０％カット） 

 

・本庁職員１人当たり平均約200時間/

年の可処分時間の創出を盛り込んだＢ

ＰＲ実行計画を策定（13年度末）・推進

 

・「ｅ－ふちょう」アクション・プラン

実施レポート等の策定により、進捗状況

を確認 

 

 

 

 

・同左（計画の時点修正） 

 

 

 

・同左 

 

 

 

 

・「ｅ－ふちょう」の実現（各種情報

基盤の概成） 

 ⇒ 16 年度当初より総務サービ

スセンター稼動 

・「ｅ－ふちょう」アクションプラン

等の実施状況の総括 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

13 

シンクタンク機能を強化

した組織体質への変革 

・府政のシンクタンク機能を強化するため、

戦略的、計画的な人材養成。 

・情報発信機能強化に向けた人材養成。 

・人材養成に関する中長期的なビジョ

ンの検討、実施 

・職員の広報プレゼンス能力強化に向

けた研修充実など 

 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

14 

庁内の政策議論活性化の

促進 

・自主研修グループを支援する政策提言サポ

ートシステムや庁内ＬＡＮによる大阪維新

電信室の積極的な活用。 

・政策提言サポートシステムの運用、

研究費用の助成、海外等調査研修の実

施 

・維新電信室改革フォーラムの機能強

化を実施 

・同左 

 

 

・維新電信室改革フォーラムの活

性化の検討 

・同左 

 

 

・同左 

 

15 

採用方策の多様化 ・年度当初の新規学卒者一括採用にこだわら

ず、内部での育成・登用が困難な専門性の高

い分野において民間人材の登用など多様な

採用方策の検討・実施年度当初の新規学卒者

一括採用。 

・任期付研究員制度の導入 

・一般職の任期付職員制度の創設 

 

 

 

 

 

 

16 

能力・人物本位の登用 ・思い切った若手職員の抜擢や役付職員の降

任制度の運用など。 

・新人事評価制度の有効活用及び、昇

任基準の弾力化や役付職員の降任制

度の運用などによる、さらなる能力本

位、人物本位の人事管理の推進 

・同左 ・同左  

17 

多様で柔軟な人事管理 ・職員の専門性を高めるため、異動年限に過

度にとらわれない柔軟な人事配置。 

・ラインとスタッフ、企画立案と事業実施な

ど多様な人材を育成するコースの設定。 

・事務系職員と技術系職員の交流など、職種

間の人事異動の促進。 

・国、都道府県、市町村、民間企業との人事

交流の促進。 

・職域ごとの求められる専門性に応じ

た、異動年限にとらわれない柔軟な人

事配置 

・人材養成に関する中長期的なビジョ

ン検討の中で多様な人材を育成する

コースの検討推進 

・事務系職員と技術系職員の交流など

職種間交流の拡大促進 

・新たな交流先の開拓による国、都道

府県、市町村、民間企業との人事交流

の促進 

・同左 

 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

・同左 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

・同左 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

18 

任用制度（昇任、昇格など）

の再構築 

・組織のフラット化などにも対応できる任用

制度（昇任、昇格など）の再構築。 

・的確な人事評価をもとに、能力や実績をよ

り反映した人事制度の確立。 

・国の公務員制度改革の動向を踏まえ

つつ、現行の任用制度の見直しを検討

・新人事評価制度を有効に活用した、

能力や実績をより反映した昇任管理

の推進 

 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

19 

職員の生涯設計や新たな

能力開発の支援 

・職員自らが主体性を持って生涯設計が行え

るようライフプラン教育の充実。 

・ＮＰＯ、ボランティア団体などの活動への

参加が促進されるような新たな人事制度の検

討。 

・ライフプランセミナーの充実に向け

た検討 

・ＮＰＯとの人材交流の仕組みづくり

の検討（職員のＮＰＯ派遣やＮＰＯ職

員の受け入れ） 

・ＮＰＯ活動への参加促進策の検討 

・ライフプランセミナー内容の充

実、実施 

・ＮＰＯとの仕組みづくりの具体

化 

 

・同左 

 

・同左 

 

20 

活力のある職場の実現 ・プロポーザル型人事異動や庁内リクルート

システムの整備。 

・幅広い分野への女性職員の配置や研修の充

実、職場環境の整備。 

・障害者が働きやすい職場環境の整備、新た

な職域開発に向けた検討。 

・健康や職場の悩みなどに関する総合相談体

制の整備。 

・チャレンジＪＯＢシステム（プロポ

ーザル型人事異動）の導入（14年）

・Ｅ-ボードシステム～やる気掲示板～

（庁内リクルートシステム）の導入 

             （14年）

・「大阪府における女性の登用・職域

拡大に関する意識調査」の結果を踏ま

えた女性職員の登用・職域拡大 

・女性職員のキャリアアップのための

研修の実施 

・障害者雇用率３％の目標達成に向け

た、積極的な身体障害者の採用選考。

併せて、引き続き、障害者が働きやす

い職場環境の整備、職域開発に努力 

・職員の総合相談窓口として「職員相

談センター」を設置 

 

 

 

 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

・同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

・同左 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

３ 勤務条件     

21 

福利厚生住宅の廃止 ・民間住宅の供給状況など社会経済情勢の変化

を踏まえ、平成１６年度末までに職員宅舎等を

廃止。 

・職員宅舎3ヵ所、教職員住宅２ヶ所の廃

止 

 

 

・職員宅舎６ヵ所、独身寮３ヵ所、 

教職員住宅７ヵ所の廃止に向けた協議調整

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

22 
警察職員待機宿舎の整

備 

・待機宿舎の計画的集約化とＰＦＩ方式など民間

資金を活用することにより、効率的に整備。 

・ＰＦＩ導入可能性調査検討(寝屋川待機宿

舎) 

・ＰＦＩ方式による整備（寝屋川待

機宿舎） 

  

23 

健康管理業務の効率的

実施 

・職員健康診断を効率的、効果的に実施するた

め、アウトソーシングを実施。併せて、府職員

互助会が設置する職員診療所の抜本的見直し。 

・検診内容の充実 

・職員健康診断業務を検診専門機関に委託

・職員診療所の機能縮小（内科、第２内科

のみ存続） 

   

・新たな人事評価制度を早期に確立し、その評価結果を反映した、能力主義・成績主義に基づく給与制度を導入 

24 

能力、成績を反映した給

与制度の導入 

・職員がやる気をおこし、組織の活性化につな

がるよう、職員の能力、勤務成績が適切に反映

される給与制度の確立。 

 

 

                  

・評価結果を反映した内容で特別昇

給を実施 

 

 

 

25 

超過勤務の縮減 ・事務のBPRなどにより超過勤務の縮減(原則

10％)を図り、手当総額の縮減 

（知事部局等） 

・超過勤務の上限目標時間の設定 

・ＩＴ化を契機とする本格的なＢＰＲの実

施 

 

・「過重労働による健康障害防止のた

めの総合対策」実施 

 

 

 

  

26 
通勤手当の支給方法の

変更 

・現行 1 ヵ月定期分の支給を 6ヵ月定期分へ

転換することによる、支給総額の縮減。 

・全任命権者一斉に4月実施 

（全職員対象） 

 

       

 

 

 

 
全 
 
 
 
廃 

職 員 宅 舎…浅香山、滝井、千里、長田、岸和田、鴫野 

独 身 寮…謙受、節和、成美 

教職員住宅…箕面、茨木、泉北晴美台、門真、金岡、千

里、泉北三原台 

職員宅舎…小倉、神田、平池 

教職員住宅…深日、狭山 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画案における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

27 

早期勧奨退職制度（選択

定年制）の実施 

・職員の年齢構成や現在の厳しい財政状況を踏

まえ、人事の刷新、公務能率の向上、財政負担

の軽減等を図る観点から、時限的（平成13年

度から 3 ヵ年）に早期勧奨退職制度（選択定

年制）を実施。 

・早期勧奨退職制度を活用し、職員の年齢

構成の是正や人事の刷新を図る。（13年10

月条例改正済、13～15年度末まで適用）

   退職者数見込み1,600人  

（13年度末 全任命権者計） 

 

 

 

 

退職者数見込み1,700人 

（14年度末 全任命権者計） 

 

 

 

 

退職者数見込み1,700人 

（15年度末 全任命権者計） 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

４ 出資法人の改革 
集中取組期間内に法人数(現行７９法人)を概ね２割削減する  概ね半減（計画期間内） 

事業を徹底して見直した上で、法人の必要性や

活用のメリットを精査し、経営効率化の観点か

ら廃止や統合、民営化を進める。 

また、府の法人指導の実効性を高めるとともに

自立的運営を促進するため、府の関与を見直

す。  

 

実施済又は実施予定の法人 

解散 

(財)大阪府ポートサービス公社 

          （13年度末）

（14年度残余財産寄附採納）

岸和田港木材倉庫(株)（13年度末）

（14年度分配金収入）

(財)大阪府私学振興会（14年度末）

(株)松原食肉市場公社（13年度末）

統合 

(財)大阪府文化財調査研究センター

(財)大阪府博物館協会（14年度当初）

自立・民営化 

(福)大阪府社会福祉事業団 

         （14年度当初）

(株)大阪泉大津フラワーセンター 

          （14年度中）

関与の見直し（14年度当初） 

(財)紀の川水源地域対策基金 

(財)琵琶湖・淀川水質保全機構 

(財)大阪府こども会育成連合会 

りんくう国際物流(株) 

検討している法人 

統合 

(財)大阪府住宅管理センター 

(財)大阪府建設監理協会     

（15年度当初） 

(財)大阪コンベンション・ビューロー 

 (社)大阪府観光連盟 

 (社)大阪観光協会        

（15年度当初） 

関与の見直し 

大阪府漁業信用基金協会 

（15年度当初） 

 

 

事業の民間移譲 

  (財)大阪府保健医療財団 

（新千里病院） 

（15年度当初) 

 

検討している法人 

自立・民営化 

(財)阪南医療福祉センター 

       （1６年度当初） 

(財)大阪みどりのトラスト協会 

 

関与の見直し 

(財)地球環境センター 

 

抜本的にあり方検討をすすめる法人 

28 

３つの削減目標 

法人数の削減 

(財)大阪府男女協働社会づくり財団⇒NPOとの協働による事業展開を進める観点から法人のあり方を検討する 

(財)大阪府青少年活動財団⇒公の施設改革に併せ、効率的な法人運営を図る観点から法人のあり方を検討する 

(財)大阪府文化振興財団⇒大阪センチュリー交響楽団の運営改革を進め、法人のさらなる自立的経営を促進しつつそのあり方を検討する 

(福)大阪府障害者福祉事業団⇒府立社会福祉施設の民間移行やNPOとの協働などの検討とともに法人のあり方検討を行う 

(財)大阪勤労者職業福祉センター、(財)大阪府勤労者福祉協会⇒宿泊・研修等施設を運営する法人として国の動向や経営改善状況を見極めながら法人のあり方を検討する

(財)大阪府下水道技術センター⇒府内市町村の下水道整備の進捗状況等を踏まえ、法人のあり方を検討する 

(財)大阪府千里センター、(財)大阪府泉北センター、(財)大阪府臨海・りんくうセンター⇒地元市町、民間等との役割分担を明確化し、法人の統廃合も視野に入れて

法人のあり方を検討する 

大阪府住宅供給公社⇒公共賃貸住宅ストックの一元的・効果的な活用を図るため、法人のあり方を検討する 

(財)大阪府住宅管理センター⇒府営住宅管理についてより効率的な業務執行体制を確立する観点から、法人のあり方を検討する 

(財)大阪がん予防検診センター⇒本府の健康指標の動向を踏まえ、事業のあり方及び法人のあり方について検討を行う 

(財)大阪府保健医療財団⇒新千里病院移譲後の法人のあり方について検討を行う 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

集中取組期間内に、事務事業の見直し等により役職員数を概ね４００名削減（▲８％）する 

別途、自立・民営化（(福)大阪府社会福祉事業団など）により役職員数を削減する 

29 

３つの削減目標 

役職員数の削減 

 

 概ね２割削減（計画期間内） 

事業の見直し、経営の効率化の観点からスリ

ム化を図る。 

このため、法人の職員採用は原則として行わ

ない。 

あわせて、早期勧奨退職制度の導入を図る。 

約２３０名削減 

・法人の統廃合による削減 

・各法人の事務事業見直しによる削減

・経営改善による削減 

  ((財)阪南医療福祉センター等) 

   

同左 

 

 

    (土地開発公社等)   

 

同左 

 

 

 

集中取組期間内に、事務事業の見直し等により、府からの補助金・委託料の１割削減を達成(概ね２０億円削減) 

30 

３つの削減目標 

府からの補助金、委託料

の削減 

 ３年間で１割削減（一般財源） 

事業そのものの政策的必要性など徹底した評

価を行う。 

法人活用の妥当性を精査するとともに、効率

化を図り、府の財政負担を軽減する。 

▲１１億円（１３年度当初予算比） 

・事務事業の見直し、人員削減、公の

施設改革等による 

▲１５億円（１３年度当初予算比）

・同左 

 

▲２０億円（１３年度当初予算比）

・同左 

 

 

31 

５つの経営改善プラン

経営計画・経営目標の策

定、経営評価の実施、公

表 

 法人の経営責任の明確化や自立的運営を
促進するとともに、運営の状況等を公表する

ことにより透明性の向上を図るため、１４年

度からの導入を促す。 

 役員に業績評価制度を導入し、経営目標の
達成度合い等に応じた報酬への反映の仕組み

づくりを促進する。 

５０％以上出資している法人等（３４

法人）について、１４年度の経営目標

を策定し公表した 

５０％以上出資している法人等につ

いて、１５年度の経営目標を策定・

公表するとともに、１６年度にその

実績を評価する 

役員の業績評価制度を導入する  

公の施設の管理運営業務等について可能な限りの民間委託 

32 

５つの経営改善プラン

民間活力の導入による

効率化 

費用対効果を改善するため、アウトソーシン

グ等により効率的・効果的に実施できる業務

は民間に委ねる。 実施済の施設 

青少年海洋センターファミリー棟 

(14年度当初)

 

検討している施設 

里山の自然学校「紀泉わいわい村」

    (15 年度当初)

検討している施設 

体育会館 

羽衣青少年センター 

府民牧場（一部事業） 

 

民間人材の役員等への登用促進 

 

33 

５つの経営改善プラン

役員等の民間人材の登

用、公募制の導入 

 民間経営のノウハウを積極的に活用し、経
営体質の改善を図るため、役員等への民間人

材の登用を行う。 

 法人の代表者への府職員の兼務は、法人自
立の観点から基本的に廃止する。 

実施済の法人 

(財) 大阪府文化振興財団 

(財)大阪府保健医療財団 

(社)大阪国際ビジネス振興協会 

(財)大阪みどりのトラスト協会 

大阪府漁業信用基金協会 

     等 

検討している法人 

(財)大阪勤労者職業福祉センター  

(財)大阪みどりのトラスト協会 

(株)大阪府食品流通センター 

              等 

 

 

34 
５つの経営改善プラン

給与体系の見直し 

・法人の効率的・機動的な運営改善を図るた

め、府に準じた給与体系を改め、法人の経営

実態に応じた給与体系の導入に努める。 

成果主義を導入した給与体系のモデルを策定し、具体的に法人への適用・導入 
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３ヶ年の具体的取組内容  番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度  
・給与制度の見直しと併せ、法人プ

ロパー職員の人事交流制度を創設 

・出資法人の経営改善を進めるため

のグループファイナンスの実施(下図

参照) 

・人事交流制度に基づく法人プロパー

職員の人事交流の実施 

・対象法人、対象資金の拡大によるグ

ループファイナンスの拡充 

 

35 

５つの経営改善プラン

法人間連携の強化、グル

ープファイナンスシス

テムの検討 

 法人間の連携を強化するため、法人間の人
事交流を積極的に行い人材の流動化を図る。 

 資金の運用・調達コストの効率化を図るた
め、グループファイナンスの仕組みの検討を

行い、導入を目指す。 

日々の運転資金等を集中し運用するキャシュマネジメントシステム（ＣＭＳ）

（全国初）

法人の決済資金・運転資金（発足時参加法人:22法人） 

融資（運用） 

統括法人に集中              運用・調達あわせて効果額約４億円 

融資（調達）                 （14年度）

資金を必要とする法人 

 

証券化等を活用したシステム 

証券化により資金調達を行う法人（大阪府住宅供給公社） 

 

金融機関等により証券化    運用・調達あわせて効果額約８億円 

証券（債券）購入＝運用            （14年度）

法人の基本金・基金（発足時参加法人：13法人）   

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

備考 



 

 

12

  
３ヶ年の具体的取組内容  番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度  

■重要課題を有する法人   

36 

㈱松原食肉市場公社 牛肉輸入自由化等による流通の変化により取

扱い頭数が減少し、毎年度赤字を計上、累積赤

字が膨らんでいる。 

  府民への安全で良質な食肉の安定供給という

市場の役割を踏まえつつ、抜本的な見直しが必

要である。 

そのため、集荷頭数の確保、施設効率を高める

ための市場の集約化や、民営化を基本とした経

営の効率化など、他市場との競争に耐えうる経

営への見直しも含め検討する必要がある。 

なお、見直しにあたっては、松原・羽曳野両

市など関係機関等とも十分協議しつつ、現在の

債務の処理、法人経営基盤強化のための支援の

あり方について、国の補助など公的支援の仕組

みの活用も含め、さらに検討を行い、抜本的な

対策を講じていく。 

 

・松原市場と羽曳野市場を集約 

・市場の民営化 

・(株)松原食肉市場公社の解散 

(１３年度末) 

   

37 

大阪府土地開発公社 公社の代替地差損処理については、公社が府

の包括的な指導・監督のもと、府と一体となっ

て事業を推進する団体であること及び外部監査

の指摘などを踏まえ、府として支援を行うこと

とし、今後 10 年間を目途に計画的に処理を行

っていく。 

・未利用の代替地について、引き続き

市町村等への情報提供を行うととも

に、今後１０年間で売却処分を行う 

14年度末までの処分（予定） 

処分金額（簿価） 

96億円／290億円(全体) 

 

 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 

 

38 

大阪府住宅供給公社 公社については、自主努力を基本に経営改善

を計画的に進めることとし、府は住宅施策の観

点から老朽賃貸住宅の建替促進策を講じる。 

今後の公社の役割については、新たな分譲住

宅事業からは原則として撤退し、賃貸住宅につ

いては、高齢者等への住宅供給に重点を置いた

ストックの有効活用を図る。 

・公社の経営改善計画に基づき、着実

な経営改善の実施（59.1 億円） 

 

・公共賃貸住宅ストックの一元的・効

果的な活用を図るため、法人のあり方

を検討する 

   

備考 



 

 

13

 

３ヶ年の具体的取組内容  番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度  

39 

(財)大阪府住宅管理セ

ンター 
 住宅管理センターは、府営住宅約 13 万戸

の入居管理及び維持管理を府から一括受託し

ているが、地域業者の選定における競争原理の

導入、契約手続の公平性・透明性の確保及び駐

車場の賃料の見直しが課題となっている。 

このため、日常的、緊急的な修繕に対応する地

域業者の選定については、業者間の競争性の導

入を図るため、入札の方法や業者枠の拡大等の

検討を行うとともに、手続の公平性・透明性の

確保に努める。 

府営住宅の駐車場については、駐車場未整備

団地の整備を早期に進め、今後 3 ヵ年を目途

に民間や公的住宅の動向を踏まえ使用料を改

定し、負担の適正化に努める。 

住宅管理事務所を中心とする府営住宅管理

のあり方については、入居者サービスの確保を

図りながら、入居者の高齢化や施設の老朽化な

どの状況変化に対応した、より効率的な業務執

行体制の検討を進める。 

・契約手続きについては、公平性、透

明性などの観点から改善を実施済み 

 

・緊急修繕業者(地域業者)制度につい

ては、競争性などの観点から競争入札

の導入などの改善を１３年度より順

次実施 

 

 

 

 

 

 

・駐車場未整備団地の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

府営住宅管理についてより効率的

な業務執行体制を確立する観点か

ら、法人のあり方を検討する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

府営住宅の一貫した管理システム

(建設時の工事監理から入居後の維

持管理、補修まで)を構築するため、

１５年度当初に（財）大阪府建設監

理協会と統合する 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
駐車場使用料を改定し、負担の適正

化を実施 
 

 

40 

(財)大阪府建設監理協

会 
工事監理業務については、府から建設監理協

会に全て一括して委託を行った上で、さらに一

部を民間に補助委託していることから、協会に

一括委託する必要性、効率性について再検討する。 

当面、建設監理協会から民間への補助委託に

ついては、透明性を確保するため、府から直接

民間に業務委託する方式に改める。 

また、今後、公共建築工事の監理については

工事量の減少や入札･契約適正化法に基づく工

事監理の重要性の高まりを踏まえ、府が民間を

活用しながら直接監理していくことも視野に

入れて条件整備を行う。 

このため、建設監理協会については、整理・

統合を含め法人のあり方を抜本的に検討する。 

工事監理業務について、 

・協会がこれまで民間へ補助委託して

いた業務は府から直接発注 

・一般建築関係は府の直接執行を検討

・府営住宅関係は管理業務との一体的

な執行を検討 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
府営住宅の一貫した管理システム

(建設時の工事監理から入居後の維

持管理、補修まで)を構築するため、

協会の業務を整理し、（財）大阪府住

宅管理センターと１５年度当初に統

合する 

  

 

備考 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

1 

企業局事業の収束 ・企業局の事業全体で２，０７９億円の財源不

足が生じるため、公共施設の整備・活用などの

措置を講じるとともに、局出資法人の財産活用

など可能な限りの取り組みを進める。 

 

・りんくうタウンおよび阪南スカイタウンの事

業計画を抜本的に見直し、分譲促進に最大限努

力し早期事業終結を目指す。 

 

・水と緑の健康都市については、地元協議を進

め見直し案の確定に努めるとともに、平成 14

年度当初を目途に現行企業会計から分離し別

会計への移管を検討する。 

 

・これらの取り組みにより、行財政計画期間（平

成２３年度）を目途に企業会計を廃止し、他会

計への移行を図る。 

 

・今後事業進捗に応じ機動的に組織を再編し、

企業局組織の廃止と他部局への事業移管を図

る。 

○りんくうタウン 
 
 
「りんくうタウンの活用方針と事業

計画の見直し（案）」に基づき、戦略

的な企業誘致活動を展開 
・誘致活動として「１万社ローラー作

戦」を引続き実施 
・誘致対象範囲を東京圏、名古屋圏な

ど全国に拡大 
・民間機関・人材を活用 
・立地インセンティブのエリア拡大 
・企業が進出しやすい環境を整えるた

め、地元市町と連携し、地区計画等の土

地利用に関する規制の見直し案を策定 
 
 
○阪南スカイタウン 
・住宅用地については、街の早期熟成

を図るため、一般定期借地を引き続き

募集 
 
・特定業務施設用地については、地元

市と連携した助成制度や税制優遇な

ど企業立地のインセンティブを活用

し、企業誘致を行う 
・新住宅市街地開発事業の事業計画等

の変更（事業施行期間、資金計画） 
 
 
○水と緑の健康都市 
・現行の企業会計から特別会計へ移管 
・地権者、地元をはじめ箕面市等関係

機関と、協議を進め、都市計画変更(案)
及び事業計画変更(案)を作成 

○りんくうタウン 
・事業用定期借地権方式を本格導入 
・まちづくり促進事業会計を新設し、

同会計に用地を順次移管 
 
 
・これまでの営業活動のフォローアッ

プ及びターゲッティング企業に対する

重点誘致活動を実施 
 
 
・立地インセンティブの拡充（賃料減

額制度等） 
・土地利用に関する規制緩和の実施 
 （地区計画の変更等） 
      
 
○阪南スカイタウン  
・住宅用地については、新規街区の宅

地において新価格による分譲を開始 
・住宅用地の分譲について販売委託を導入  
・事業用定期借地権方式を本格導入 
・まちづくり促進事業会計を新設し、

同会計に用地を順次移管 
・立地インセンティブの拡充（賃料減

額制度等） 
・新住宅市街地開発事業の都市計画の

変更（土地利用計画） 
 
 
○水と緑の健康都市 
・都市計画及び事業計画を変更 

○りんくうタウン 
  
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○阪南スカイタウン 
・住宅用地については、これまでの未

処分宅地においても新価格による分

譲開始。新規街区においても引き続き

分譲を実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
○水と緑の健康都市 
・事業計画（変更後）に基づく造成等

工事を実施 
 

 

「負の遺産」を整理 
～問題を先送りせず、企業局事業を収束～ 

～府主導の新たな面的開発と決別～ 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

2 

住宅供給公社の経営改善 ・今後10年で５０９億円（総額９９７億円）

の損失が見込まれるため、余剰地処分など公社

資産の有効活用や事業資金コスト軽減など、経

営改善計画に基づく取り組みを進め、損失の計

画的処理を図る。 

・府は賃貸ストックの有効活用の観点から、公

社の老朽賃貸住宅の建て替え促進策を講じる。 

○公社資産の有効活用（25.2 億円）

・引き続き、老朽化した公社賃貸住宅

の建替促進を図りつつ、土地の有効利

用に伴う余剰地等を処分 

・引き続き、未契約分譲住宅の市場価

格への見直しを行ない、分譲を促進 

 

○経営合理化・適正化（17.3 億円）

・特定優良賃貸住宅の家賃の見直しと

入居促進 

・一般賃貸住宅家賃等の適正化 

・人件費等一般事務費節減 

 

○事業資金コストの軽減（16.6 億円）

・既借入金の低金利資金への借換 

 

※（ ）内数字は、12月末現在 

  
 

 

 

3 

土地開発公社の代替地差

損の処理 

・代替地処分に際し、地価下落に伴う差損が生じ

るため、公社内の引当金を充ててもなお不足する

額については、府が支援することとし、今後 10

年間を目途に計画的に処理を行う。 

・未利用の代替地について、引き続き

市町村等への情報提供を行うととも

に、今後１０年間で売却処分を行う。

  １４年度末までの処分（予定） 

   処分金額（簿価） 

    96億円/290億円(全体) 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

１ 新たな自治システム、 ２ 市町村との新たなパートナーシップの構築   

1 

これからの大都市自治

システムの研究 

・住民の立場にたって、新しいタイプの「大阪都」

構想や府市連合など、これからの大都市の自治シ

ステムについて研究。 

・府･大阪市で研究会設置（１３年

１１月） 

・同研究会において、施策の共同化や

権限の再配分、制度改正を検討すると

ともに、新しい大都市自治システムに

ついて検討を行い、中間報告をとりま

とめ。 

・府県における広域行政のあり方につ

いても引き続き検討 

・府と大阪市の研究会において、最終

報告をとりまとめ、併せて国への提

言・要望。 

 

  

2 

市町村の行財政基盤の

充実・強化に向けた支援 

・中核市・特例市への円滑な移行に対する支援 

・市町村への権限移譲の推進 

・高槻市の中核市移行に対する支援

（市職員に対する移譲事務に係る研

修の実施、府職員の派遣など） 

・大阪版地方分権推進制度を活用し

た権限移譲の推進 

（まちづくり関係を中心に、１１事

務を１５団体に移譲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 
自主的・主体的な市町村

合併の推進 

気運の醸成、合併推進事業補助金等による具体的

な検討に対する支援、及び合併後のまちづくりへ

の支援 

合併特例法の期限（１６年度末）を視野に、地域の取組状況に応じた支援 

 

・合併に向けた気運の醸成 ・研究会、合併協議会等への支援 ・合併後のまちづくりへの支援 

 

新しい行政システム「大阪モデル」づくり 
～２１世紀の府県像を目指して・透明でわかりやすい行政経営～ 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

（政策形成の協働） 

・少子高齢社会における持続可能な健康福祉施

策体系の確立をめざし、福祉医療費助成制度の

あり方などについて、府・市町村の連携のもと

研究する。 

・福祉医療費助成制度や地域福祉施策

など、持続可能な健康福祉施策体系の

あり方について、市町村との共同研究

を行い、報告書をまとめた。 

   

・府と市町村が参加する新たな情報化

の共同取組組織として大阪電子自治

体推進協議会を設立。ＬＧＷＡＮ府域

ネットワークの構築予備調査や情報

システムの共同研究等の実施 
 
  

・ＬＧＷＡＮ府域ネットワークの共同

整備・全市町村展開。調査研究の結果

を踏まえた情報システム等の共同開

発・サービス連携の実施 

・共同取組システム・サービスの拡充  

・府・千早赤阪村で、金剛山関連事業

活性化について協働で調査、検討 

 

 

・金剛山関連事業活性化に向けた推進

体制の検討 

・活性化事業の実施（予定）  

（サービス提供の協働） 

・府と市町村が参加する地域情報ネットワーク

の構築、情報システムの共同開発、及び情報サ

ービスの連携に向け、これまでの共同事業（オ

ーパススポーツ施設情報システム）を発展・継

承させ、新たな共同取組推進組織の設立を検討

する。 

・地元市町村が行う地域の活性化検討にあわせ

て、地域に密着した府立施設について、サービ

スの向上、経営改善の視点から、その活性化方

策について、府と地元市町村が協働で検討する

（例：府民の森「ちはや園地」）。 

・同和問題解決のための施策をはじめ人権施策

について、府と市町村が密接に連携しながら、

人権相談のネットワークの構築を図るなど、効

果的な推進に努める。 

・府と市町村の人権相談のネットワー

クを構築 

・府同和対策審議会答申を踏まえ、き

め細かな人権啓発､相談を図る観点か

ら、（財）大阪府人権協会について、

府と市町村が連携し人権施策を推進

するための機関として支援 

・人権相談のネットワークの充実 

 

 

  

4 

市町村との協働 

（マネージメントの協働） 

・新たに市町村に移行するサービス（精神保健

福祉業務の一部）の円滑な提供に向け、市町村

間の連携と応分の負担のもと、府の専門マンパ

ワーを有効に活用する。 

・精神保健福祉業務の市町村移管 

・移管に伴う人的支援（最長3年間）
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

■府民との対話等 

5 

府政の情報発信機能の強

化 

・府民と府政のコミュニケーションを深め、府

としてのアカウンタビリティ（説明責任）をよ

り一層果たすため､府政の情報発信機能を強化。 

・インターネットを活用した広報広聴

の充実 

・東京事務所と連携した広報機能の強

化 

   

6 
「府民電子会議室」の充

実 

・府民がインターネット上で府政の課題につい

て議論する「府民電子会議室」をさらに充実。 

・12、13年度の試行実施を踏まえた、

府民電子会議室の実施 

   

・「わいわいミーティング」を継続的

に実施 

 

 

  

7 

「わいわいミーティン

グ」をはじめとする広聴

の充実 

・知事と府民との対話事業である「わいわいミ

ーティング」を充実するとともに、府政や手続

に関する問い合わせ・相談をインターネットで

受付、回答する電子相談を充実する。 

・すべての本庁相談窓口のホームペー

ジに FAQ（よくある質問に対する回

答集）を整備 

・相談メールの進捗管理等､電子相談

システムの検討 

・電子相談窓口の充実 

 

 

・相談事例のデータベース化等､電子

相談システムの構築 

  

8 

ITを活用した情報公開の

推進 

・電子メールでの情報公開請求の受付やインタ

ーネット上での文書の公開を実施。 

・府が保有する文書目録をホームペー

ジへ登載し、文書目録からの、文書閲

覧、行政文書公開請求等を行える「情

報公開システム」の構築 

・「情報公開システム」の運用  

 

 

 

9 
パブリックコメント手続

の実施 

・府民に関わりの深い計画等については、事前

に内容を公表し、府民の皆さんの意見や情報を

広く聞くパブリックコメント手続を実施。 

・引き続き要綱に基づき実施    

 
 

必要に応じて改善を図る 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

３ 施策の進行管理システム 

10 

総合的な行政評価の実施

による進行管理システム

の整備 

・総合計画と予算編成との連携を図る施策評

価・建設事業評価の実施により、PDCAサイク

ルを確立するとともに、評価によって得られた

客観的な情報によって、重点的に取り組むべき

施策を選択するなど施策の再構築を図り、施策

の企画立案・実施に関する透明性を高めていく。 

＜施策評価＞ 

・施策ごとに施策目標を設定し、施策目的を達

成するための手段である事務事業について、施

策目的に対する寄与度を踏まえた優先順位付け

を行うことにより、資源配分の方向性（重点化、

見直し、新規事業の展開）を明確にする。 

・また、施策目標に対する達成状況や施策に対

する社会的ニーズの状況などを点検するととも

に、施策に関する情報を府民に提供する。 

・１３年度評価結果を引継ぎ、施策目

標を設定するとともに、施策目標の達

成手段である事務事業の優先順位付

けを精査。 

 

・評価作業を通じ、府が集中的に取組

む施策分野を選択するための情報提

供機能を果たす。 

・施策目標に対する達成状況を点検す

るとともに、施策目標の達成手段であ

る事務事業の優先順位付けを精査 

 

 

 

 

 

 

 

 

・13～15年度における施策目標に対

する達成状況も踏まえ、新たな目標を

設定 

・また、目標達成のため、手段である

事務事業の優先順位付けを再点検。 

 

 

 

 

 

 

 

11 

建設事業評価による適正

なチェックシステム 

・新規のプロジェクト及び一定規模（事業費１

０億円）以上の建設事業について、着手までに

外部の専門家等による事前評価を行い、事業実

施の可否を決定する。 

また、従来の建設事業再評価に加え、大幅な

計画変更を要するプロジェクトについても、必

要に応じ、外部の専門家等による評価を実施す

る。 

・13 年度から導入した事前評価を本

格実施 

・完了した事業を評価して改善措置や

計画立案に反映させる事後評価を試

行実施 

・プロジェクトについて、事前・事中

評価を適宜実施 

・事前評価、事中（再）評価に加えて、

事後評価の本格的導入を図り、総合的

な建設事業評価システムとして運用 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

 
12 

公営企業の経営評価によ

る経営の効率化やサービ

ス向上 

 

・公営企業（病院、市場、水道事業）について、

経営の効率化と提供するサービスの質の両面に

おいて、その改善内容を表す指標とそれぞれの

目標を設定する。 

 また、評価にあたっては、外部の専門家等に

よる評価を活用し、目標に対する達成状況など、

分析・点検を行う。 

・毎年度、目標に対する達成状況を分

析・点検し、具体的な改善を行う。 

 

   

 
13 

行政コスト情報の提供 ・平成 12 年度に民間企業の貸借対照表にあた

るバランスシートを作成し公表したところであ

るが、行政運営の効率性を判断する材料として、

また、コスト情報の提供手法として、減価償却

などを含めた、主な施策分野ごとのコストなど、

損益計算書にあたる「行政コスト計算書」の作

成をすすめる。 

・総務省研究会の作成方針に基づき、

「普通会計行政コスト計算書」及び企

業会計を含む「地方公共団体全体のバ

ランスシート」をはじめて作成し、公

表（13年 11月）。以降、毎年度実施

・公の施設について、各施設運営にか

かる収支について公表 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

14 

入札・契約業務の適正化 ・公共工事入札･契約事務改善の基本方向に基づ

き、入札･契約に係る第三者からなる入札監視機

関の設置等により、公共工事の入札及び契約の

適正化の推進を図る。 

・入札監視委員会・公正職務執行確保

委員会（13 年度設置）の運営及び入

札・契約制度の改善・検証により、公

共工事の入札・契約業務を適正化 

・電子入札のシステム設計・開発 

 
 
 
 
・電子入札の一部導入 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

１ 施策の抜本的な見直し   

1 

再生戦略会議の設置 ・行財政計画の進捗状況や財政収支の見通し等

を踏まえながら、施策評価の結果に基づいて、

施策の再構築をすすめ、集中的な取組が必要な

施策分野への限られた財源の効果的・効率的な

配分を議論する場として「再生戦略会議」を設

置する。 

・ここでは、府民ニーズや緊急性、事業効果な

どについて全庁的な視点から検討を行い、施策

再構築の方向性や、集中取組分野において特に

重点化すべき事項を決定する。 

・第１回再生戦略会議を１３年１１月

に設置・開催 
・同会議において、１４年度を「改革

元年」と位置付け、行財政計画案の着

実な推進と再生予算枠活用方針とし

て、「安全なまち大阪」「スピードのあ

る構造改革」を決定。 
 
 
 
・毎年度、府政における集中的な取組

が必要な施策分野について、再生戦略

会議の場で議論し予算に反映 

・「行財政計画(案)のさらなる推進」を
踏まえて、予算編成に臨むことを指示

するとともに、再生予算枠活用方針と

して「雇用を生み出す」「子どもを育

てる」を新たに決定 
・１４年度の「安全なまち大阪」につ

いても引き続き取り組むこととし、府

民の不安の高まりに応え、「食の安全」

への対応を強化 
 
 
 
 

  

2 

再生予算枠の創設 施策の再構築等を通じて生み出した財源を活用

し、大阪が抱える課題に集中して取り組むため

の毎年度の当初予算において「再生予算枠」を

設ける。 

・１４年度当初予算案において、上記

再生戦略会議で決定した重点項目に、

事業費３６億円（一般財源ベース２０

億円）を計上 

・１５年度当初予算案において、上記

再生戦略会議で決定した重点項目に、

事業費４０億円（一般財源ベース２５

億円）を計上 
 

・行財政改革の着実な実行を前提に 
３０億円（一般財源ベース）を予定。 
・対象施策分野は、知事のトップダウ

ンにより決定。 

 

 

すべての施策を評価し、重点化～やるべきことを厳選して施策を再構築～ 

ＮＰＯと協働 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

（１）まちが安全・くらしが安心   

3 

安全なまちづくり ・府内の犯罪発生状況などを踏まえ、府民の不

安を払拭し安全なまちを実現していくため、各

分野で活躍する有識者による懇談会などの意見

を踏まえつつ、警察、知事部局、教育委員会な

ど、行政が一体となった犯罪防止に向けた方策

の検討、具体化を図る。 

・「大阪安全なまちづくり有識者懇談

会」の報告を踏まえた施策の推進 

・「大阪府安全なまちづくり条例」を

１４年４月に施行 

・「再生予算枠」も活用し、「安全なま

ち大阪」に向けた集中的取組の推進 

○市町村、事業者、府民及び民間団

体等の代表者からなる「安全なまち

づくり推進会議」の設置運営と気運

醸成に向けて安全キャンペーン等

を展開 

○府管理道路における道路照明灯、

歩車道分離柵の設置 

○学校、通学路等における子どもを

守る取組み 

○登下校時における学童への指導

援助、ひったくり等の被害防止に向

けた広報･啓発  等 

 

 

 

 

  

  

 

安全なまちづくりに関する取組を推進 

（ひったくりに重点を置いた取組を強化） 

すべての施策を評価し、重点化～やるべきことを厳選して施策を再構築～ 

ＮＰＯと協働 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

4 

府社会福祉事業団等委

託施設の民営化（特別養

護老人ホーム） 

・大阪府社会福祉事業団及び恩賜財団済生会支

部大阪府済生会委託の特別養護老人ホームは、

府立施設としては廃止することとし、平成 14

年度中の事業団等への移管を目指す。 

・13 年度末で府立施設としては廃止

し、14年 4月 1日に府社会福祉事業

団等委託法人へ移管し、民営化（白島

荘、春日丘荘、高槻荘、四条畷荘、美

原荘、富美ヶ丘荘、光明荘） 

・13年度末で府立施設を廃止し、 

新たに恩賜財団済生会立の特養とし

て民立民営化（泉南特養） 

   

5 

社会福祉施設機能強化

推進費（地域開放事業） 

・地域開放事業については、施設の自主的事業

を促進するため助成してきたものであるが、各

施設において一定の成果を達成したため、廃止

する。 

・地域開放事業を１３年度末で廃止     

6 

民間社会福祉施設整備

促進費補助金 

・施設の機能向上等を図るため国補助基準面積

に加算して整備を行う法人に対し助成する本制

度については、現行の「ふれあいおおさか障害

者計画」の目標達成が可能と見込まれる施設種

別（本年度からの継続事業分を除く）分を平成

１４年度から、順次、廃止する。 

・施設整備の充足状況を踏まえ、障害

者施設のうち、入所型施設、デイサー

ビス施設を補助対象から除外 

・通所型施設を含め、１４年度末で補

助制度を廃止。 

 

 

  

7 

保健所の高槻市への移

管 

・地域保健サービスの円滑かつ一元的な実施を

図るため、保健所政令市への移行を推進する。

高槻市については、平成１５年４月の中核市移

行に併せて業務を移管する。 

・中核市移行にあたっての府同意、保

健所条例改正等の所要の手続きを行

う。 

・4月 中核市移行により、府保健所

を移管 

  

8 

府保健所組織の再編 ・地域保健サービスの充実に向け、母子保健な

ど身近な保健サービスは市町村で実施されてお

り、府保健所は、難病、感染症や食品衛生、環

境衛生などの専門サービスにより一層効果的、

効率的に対応できるよう、支所（14 ヶ所）に

ついて、早期（平成 16年度～平成１８年度）

に本所に統合し、保健所の専門的・広域的機能

の向上を図る。 

・支所統合に向け、所要の条件整備を

行う 

 ・全支所同時に保健所(本所)に統合（Ｈ

16～Ｈ18年度） 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

9 

子ども家庭センターの強

化 

・児童虐待防止、子育て支援の取組の中で、市

町村やＮＰＯ等との連携、協働をすすめる。 

・市町村・ＮＰＯと連携した子育て支

援者（子育てＮＰＯ）に対する支援強

化 

・家庭訪問支援事業の実施 

・市町村・ＮＰＯとの連携・協働の推

進 

 

 

  

10 

子どもライフサポートセ

ンター（仮称）の設置 

・対人関係がうまくとれないなどからひきこも

り、不登校状態にある児童の自立を支援する機

能をもった施設として、子どもライフサポート

センター（仮称）を整備する。 

・施設整備をすすめ、年度末竣工予定

 

事業開始予定 

（堺市城山台；定員80名） 

 

 

 

 
11 
 

身体障害者福祉センター

附属病院の見直し 

・同院が本来果たすべき障害者医療の広域的専

門病院としての要請に十分応えた利用実態にな

いことから、府立の病院において今後、担うべ

き広域的・専門的な障害者医療やリハビリテー

ション医療機能をより効果的・効率的に提供す

る観点から、府衛生対策審議会における審議を

踏まえて、そのあり方の抜本的な見直しをすすめる。 

・14年 9 月 衛生対策審議会答申 

・14年 12月 府立の病院改革プログ

ラム（案）（診療機能の見直し編）策定

（衛生対策審議会の答申を踏まえ、障

害者医療、リハビリテーション医療機

能の充実を図るため、平成１９年度を

目途に大阪府立病院〔（仮称）急性期・

総合医療センター〕と統合予定） 

・基本計画の策定 ・条件整備の上、具体化に着手  

12 

府立５病院のあり方 検

討 

・府立の５病院のあり方、果たすべき役割につ

いては、民間との役割分担等を踏まえ、府衛生

対策審議会において病院ごとの診療機能の見直し

や運営形態の変更をも視野に入れた検討をすすめる。 

・14年 9 月 衛生対策審議会答申 

・14年 12月 府立の病院改革プログ

ラム（案）〈診療機能の見直し編〉策定

・運営形態のあり方検討 

・診療科、病床の再編等 

  

13 

公衆衛生研究所 ・国との役割分担等の観点から、一部機能の見

直しを行い、業務の重点化を図る。また、今後、

国の制度化の検討状況を見極めつつ、独立行政

法人化の検討をすすめる。 

・組織及び研究体制のあり方検討 ・新組織に改組し、業務の重点化を推

進 

  

14 

府立社会福祉施設（社会福

祉法人等委託施設） 

・府立社会福祉施設のうち、府社会福祉事業団

等、府関係社会福祉法人委託施設については、

必要な条件整備を図った上で移管し、原則民立

民営施設とする。 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

15 

府立社会

福祉施設

（社会福

祉法人等

委 託 施

設） 

府社会福祉事

業団等委託施

設 

・府社会福祉事業団等委託の老人福祉施設につ

いては、府立施設としては廃止することとし、

今後、事業団等への移管をすすめる。 

・委託先への移管に向け条件整備 

養護老人ホーム（松風荘、東大阪、た

かわし寮、貝塚） 

軽費老人ホーム（万寿荘、豊寿荘、河

南荘） 

和風荘移管（4月） 

 

 

  

16 

大阪福祉事業

財団委託施設 

・大阪福祉事業財団委託施設については、府立

施設としては廃止することとし、今後、各施設

種別ごとに条件整備に努め、順次、事業財団へ

の移管をすすめる。 

・委託先への移管に向け条件整備 

（城東特養、城東養護、槻ノ木荘、高

槻温心寮、豊里学園） 

槻ノ木荘移管（11月） 

 

 

 

高槻温心寮・豊里学園移管（4月） 

  

17 

肢体不自由児

委託施設 

・肢体不自由児施設・同療護施設については、

府立施設としては廃止することとし、今後、各

施設ごとに条件整備に努め、順次、委託団体へ

の移管をすすめる。 

・委託先への移管に向け条件整備 

（大手前整肢学園、整肢学院、太子学

園） 

 

 

 

 

 

 

 

18 

 

府障害者福祉

事業団委託施

設 

・金剛コロニーについては、府として果たすべ

き役割を精査したうえで、事業団の経営努力に

対する指導や運営手法の見直しなどを行い、民

間で対応可能な分野は、順次、民間移行をすす

める。 

箕面通勤寮等の一部施設については、民間移

行やＮＰＯとの協働の観点から、利用者の立場

からみて望ましい施設運営形態を目指す。 

・民営化移行のための具体的方策につ

いての検討 

 

・施設運営形態の検討 

・施設の再編と民営化を図るため、敷

地内ゾーニングを含む調査・検討 

・運営形態の切り替えのための条件整

備 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 

砂川厚生福祉センター ・府として果たすべき役割を精査したうえで、

施設種別や運営手法の見直しなどを行い、民間

で対応可能な分野は、順次、民間移行をすすめ

る。 

・施設種別ごとの運営手法についての

検討 

・再編を図るため敷地内ゾーニング基

本計画を策定 

  

20 

身体障害者福祉センター ・更生施設については、付属して必要となる医

療機能とあわせて、今後施設のあり方を検討す

る。また、授産施設については、民間への移行

をすすめる。 

・更生施設…医療機能（附属病院）  

の見直しと併せ基本方向の検討 

・授産施設…施設運営の移行先の検討、

移行に関する条件整備    

・基本計画の策定   
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

21 

民間社会福祉施設従事職

員給与改善費補助金 

・平成 11 年の社会福祉審議会答申後、国の社

会福祉基礎構造改革の進展など新たな環境変化

があったことから、答申の趣旨を踏まえつつ、

経過措置期間中に、具体的な再構築の道筋をつ

ける。 

・障害者施設の支援費支給制度への移

行など国の社会福祉基礎構造改革の内

容や、府の給与水準の動向を踏まえ､社

会福祉施設に対する支援のあり方につ

いて、検討会を設置 

・社会福祉施設に対する支援のあり方

について、１５年度末に検討結果をと

りまとめ 

・１７年度以降の方向性について周

知（１６年度まで経過措置期間） 

 

22 
社会福祉施設機能強化推

進費（加算事業） 

・国の社会福祉基礎構造改革等を踏まえ、民間

社会福祉施設従事職員給与改善費と併せて、今

後のあり方を検討する。 

・民間社会福祉施設従事職員給与改善

費補助金のあり方と併行して検討 

  

 

 

 

23 

老人及び障害者、母子家

庭、乳幼児の各医療費助成

制度のあり方 

・国の医療保険制度の抜本改革等の動向を見極

め、持続可能な健康福祉施策体系の確立を目指

して、適正な受益者負担、世代間負担の公平性

等の観点から、市町村とともに、研究を行う。 

・国医療制度改革の動向を踏まえ、福

祉医療費助成制度等について、市町村

との共同研究を行い、報告書を取りま

とめた 

   

24 
保健所政令市への移行 ・地域保健サービスの円滑かつ一元的な実施を

図るため、保健所政令市への移行を推進する。 

・保健所政令市化の促進に向けて、豊

中市、吹田市、枚方市と協議 

   

25 

府立５病院会計への一般

会計繰出金の削減 

・府立の５病院において、より一層の経営改善

に取り組むことで、平成１７年度から、一般会

計からの繰出金をさらに削減する。 

・土地売却を含む改善の取組により単

年度資金収支黒字転換 

・不良債務削減に向けた経営改善の着

実な取組 

  
 
 
17 年度以降の繰出金削減に向
けた条件整備完了 

 

 
 

26 

淡水魚試験場（現：食とみ

どりの総合技術センター

水生生物センター） 

・内水面漁業振興のための公設試験研究機関と

しての役割を見直し、水生生物に関する自然環

境保全等にかかる調査・研究機能を有効活用す

るため、農林技術センター（現：食とみどりの

総合技術センターへの統合を行う。 

・条例改正により14年4月から｢食と

みどりの総合技術センター｣へ再編 

   



 27

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

27 

公害監視センター（現：環

境情報センター） 
・広範かつ多岐にわたる環境事象に的確に対応

した環境行政を推進・支援する中核的機関とし

て、アウトソーシング可能な検査部門等現行組

織を抜本的にスリム化する一方で、新たな環境

ニーズにも対応できるよう環境保全技術の研究

調整や環境情報発信機能等を有する行政機関と

して構築を図る。また、今後、国の制度化の検

討状況を見極めつつ、独立行政法人化の検討を

すすめる。 

・条例改正により14年 4月から「環

境情報センター」に名称変更。 

・環境情報・環境学習に係る施設とし

て「環境情報プラザ」をセンター内に

設置。（15年 2月） 

 

 

・分析業務等の外部委託化（3業務）

 

  

  

・ＮＰＯを核とした環境教育や環境

情報の提供を推進 

・環境技術のコーディネート事業を

実施 

 

・分析業務の外部委託化のさらなる

推進 

  

28 

公害監視体制のあり方（本

庁等） 
・事業所などにおける環境マネジメントシステ

ムの進展に伴い、現行の事業者監視・立入指導

業務体制を再編し、新たな環境事象にも対応す

る政策の企画立案機能や有害化学物質のリスク

管理、産業廃棄物処理等の指導体制の強化を図

る。新たな指導体制を構築する中で、泉州分室

は廃止する。 

・大気、水質関係に産業廃棄物も含む

監視体制を一元化し、事業所指導体制

を強化 

・上記指導体制を再構築する中で、泉州

分室は、13年度末に廃止 

   

 

≪さらなる改革項目≫ 
３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

１ 

「水道事業将来構想」の

策定と具体化 

通水後５０年を経過し、本格的な維持管理、施

設更新の時代を迎える、府営水道事業が将来に

わたり安心と質の高いサービスを提供し続け

るため、「大阪府水道事業懇話会」の意見を踏

まえ、中長期的な事業展開の指針となる「大阪

府水道事業将来構想」を平成15年春に策定。

この構想をもとに各種事業実施計画を順次策

定し、施設整備のあり方、経営の効率化、水道

事業にふさわしい環境保全のあり方の検討な

ど、構想の具体化を図る。 

・「水道事業将来構想(案)」のとりまとめ ・「水道事業将来構想」の策定 

・本構想をもとに、各種事業実施計画

の策定・具体化 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

（２）人が元気 

29 

同和問題解決のための

施策 
・同和問題解決のための施策については、同和

地区やその出身者のみに対象を限定した特別措

置としての事業は終了し、今後は､様々な課題を

有する府民の自助･自立を図る視点から、一般施

策を活用して取り組む。 

・同和対策審議会答申（13年 9月）

を踏まえ、物的事業に係る償還補助､

在校生に対する奨学金の経過措置に

係るものを除き、特別措置としての同

和対策事業は、１３年度限りで廃止。

・今後の同和問題解決のための施策の

推進は、さまざまな課題を有する人々

を対象とした一般施策の中で、的確に

行政ニーズを把握しながら、効率的･

効果的な施策推進に取組む。 

  

 

30 

公立学校教員定数 児童生徒数の動向、教育水準や教育課題への

対応や教育改革の着実な推進等を踏まえた上

で、少人数授業などによる基礎学力の向上とき

め細かな指導を目指し国で措置される定数を最

大限確保することにより、本府独自に配置した

教員を全廃するなど、一層適正な定数管理に努

める。 

・国措置定数を最大限確保するととも

に、単独加配教員全廃に向けた取組 
・府単独加配教員  

２７３人削減 
・国改善教員定数  
       ３２５人確保 

 

 

 

・府単独加配教員 

         ５４３人削減 

 

・国改善教員定数 

         ６５０人確保 

 

 

 

31 

府立高校校長への民間

人材の登用 
・府立高校の特色づくりをはじめとする様々な

高校改革を進めるため、柔軟な発想や企画力、

教職員の力を結集できる優れたリーダーシップ

を持った人材を、民間から登用する。 

・府立高校（高津、芦間・守口北）に

２名の民間人を任用 
府立高校（未定）に１名の民間人を任

用 
 
  

32 

学校安全管理体制の確

立 
・学校の安全確保のための指針に基づき、各学

校における危機管理システムの確立、セキュリ

ティ体制の整備、教育コミュニティづくり等の

取組を促進し、安全で開かれた学校に向けた体

制づくりを推進する。 

・「学校における児童生徒等の安全を

確保するために」（13 年 7 月）に基

づき、府立盲・聾・養護学校への安全

対策の継続実施 

・子どもを守る大人のスクラムづくり

の推進及び市町村の取組を支援 

  

 

 

今後とも民間人等、多様な人材

の登用に努める 

・          
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

・府立高校のさらなる教育条件の充実を図るた

め、適正な受益者負担の観点から、今後の納付

金のあり方について、具体的に検討する。 

 

・平成１６年度から府立高校全校の普

通教室に空調設備の整備を図るとと

もに、空調使用料を設定。 

空調設備の整備 全ての府立高校において空調設備の

運転開始  

33 

府立高校の納付金 

・なお、授業料の改定方式については、次期改

定時から改定が在校生にも適用されるスライド

制の導入を検討する。 

・授業料については、後期中等教育の

あり方、定時制課程の改革等の検討状

況を踏まえながら、スライド制の導入

について検討 

  

 

≪定時制高校のあり方≫ 

・全日制府立高校特色づくり・再編整

備計画・平成１４年度実施対象校の策

定・公表 

→中間報告（６月）、計画案公表（８

月）、委員会決定（１１月） 

・全日制高校に、多部制単位制高校（ｸ

ﾘｴｲﾃｨﾌﾞｽｸｰﾙ）を加えた「昼間の高等

学校」及び夜間定時制課程の改革、工

業高校の改革などを含む新たな府立

高校特色づくり・再編整備計画（案）

を策定・公表 

 

・平成１５年度実施対象校（案）の決定

 

→中間報告（6月）、案公表（８月）、

決定（１１月）予定 

 

・多部制単位制高校（ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞｽｸｰﾙ）

として咲洲高校を開校（4月） 

左記改革案に基づき順次具体化予定 

 

 

 

 

 

 

・平成１６年度実施対象校（案）の決定

 

 

34 

定時制高校の改革 ・生徒ニーズの多様化に応じた様々な就学機会

の確保を図るため、全日制課程における再編整

備・特色づくりの推進に加えて、新たな昼間定

時制課程の設置をはじめとする抜本的な定時制

改革を推進する。なお、学校給食については、

生徒実態及び社会環境の変化を踏まえ、集中取

組期間において、見直しを行う。 

≪定時制課程の給食のあり方≫ 

・現行の完全給食について、栄養面に

配慮しつつ、生徒ニーズ及び効率性の

観点からデリバリー給食への移行を

モデル的に実施（４校） 

 

・１４年度モデル実施の諸課題の検証

を踏まえ、完全給食の自校調理法式か

らデリバリー給食に移行（１４校） 

・補食給食について、デリバリー給食

への移行をモデル的に実施予定 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

35 

府育英会奨学金 ・教育の機会均等とより自由な進路選択を保障

する制度となるよう、日本育英会制度との役割

分担の下、他の制度を含めた効果的な運用を図

るなど、以下の内容による抜本的な改正を行う。 

・１４年度から 計画案の趣旨に基づ

き制度改正を実施するとともに、周知

を図る。 

（主な内容） 

≪奨学金貸付事業≫ 高校等奨学金

事業は貸付額の増額など充実。 

大学等奨学金は廃止。 

≪入学資金貸付事業≫ 国公立の高

校及び大学等の入学資金貸付事業の

創設、私立の高校及び大学等の貸付額

の増額など。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 

・私立全日制高校及び幼稚園の経常費補助金に

ついては、教育条件の確保の観点から、国庫補

助対象の扱い等を踏まえ、学年進行等により補

助対象人数を定員内実員とする。 

・１4年度から激変緩和として高校に

ついては学年進行で、幼稚園について

は3ヵ年で実施し、16年度から完全

実施。 

 

 

 

 

 
 

37 

私立高校等経常費補助

金 

・私立通信制高校経常費補助金については、通

信制高校の課程を併習している専修学校（高等

課程）の生徒に対する助成単価の状況や、全国

的な水準等も考慮し、段階的に助成額の見直し

を図る。 

・1５年度までに､補助単価を府内一般

生は国標準額（国庫補助＋交付税単

価）、その他生は国庫補助額へ２ヵ年

で段階的に引き下げる。 

 

 

 

 

 

 

38 

府教育センター 府・市町村との役割分担の下に、その組織の

スリム化を図る一方、学校教育の情報化支援等、

教育改革の推進のための機能強化を図る 

・府教育センターと市町村教育委員会

の新たな連携支援のため、「府研修担

当者連絡会議」を設置 

・市町村立学校教職員研修の役割分担

について市町村教育委員会と協議 

・府教育センターの教育情報センター

機能を強化 

・既存組織、業務の見直しを実施 

・１４年度の協議を踏まえた市町村立

学校教職員研修を実施。 

 

・再構築した市町村立学校教職員研修

を全面的に実施。 

 

39 

教育振興センター 義務教育行政の分権化を踏まえ、府・市町村

の役割分担の下、７ヵ所の業務を1ヵ所に集中

化することにより、市町村を支援する組織に再

編する。 

・教育事務所開設（７ヵ所の教育振興

センターを１ヵ所に再編）（４月） 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

・「府立高等学校余裕教室等活用指針」

（13年 9月）に基づき、取組を推進

≪高校≫ 

・学習等の「場の提供」（モデル的な

取組として２６校で実施） 

・広報や啓発事業・支援体制づくり 

 

 

 

・14 年度の活用状況を踏まえ、４６

校程度に取組を拡充予定 

 

 

 

 

・取組校を拡充予定 
 

40 

学校の余裕教室の活用 開かれた学校づくりと既存資源の有効活用に

よる府民活動の活性化を図る観点から、府立高

校の余裕教室の開放を推進するとともに、その

成果等を普及させることにより、小中学校につ

いても余裕教室の開放の拡大を促進する 

≪小中学校≫ 

・高校におけるモデル的な取組につい

て情報提供 

 

・高校における先導的事例を紹介し、

市町村の自立的取組を促進 

 

・小中学校における新たな取組事例収

集を行い、さらなる取組を促進。 

 

41 

府大学 「府大学のあり方検討会議」の検討等を踏ま

え、少子化時代に府大学が将来にわたって果た

すべき役割や、教育研究内容、大学運営に対す

る評価や運営主体のあり方などを精査し、学部

の再編、統合、法人化などを視野に入れた本格

的な大学改革を推進する 

パブリックコメント手続きなどを経

て、12 月に府大学改革基本計画を策

定 

≪計画の内容≫ 

府３大学の再編統合、大学院重点化と

学部再編等、公立大学法人化、経営の

自律性の向上（教員組織のスリム化・

受益者負担の見直し等）、事務組織体

制の再編、教育研究環境の整備 等 

 

 

 

 

・改革具体化推進会議の設置、運営 

計画の具体化に向けた検討 

 

・法整備を見据えた府大学の「公立大学法人」化の実現 

早期に法人化を可能とする法整備がなされるよう国への要望を強化し、平成

17年度を目途に、新しい大学にふさわしい「公立大学法人」化の実現を図る。

・府大学教員組織のスリム化等 

教員について、概ね10年間で現行定数を25％削減する。あわせて事務組

織体制の再編を行う。 

・府 3大学の再編・統合等 

平成 17年度を目途に府立大学、府立女子大学、さらには府立看護大学の3

大学を再編・統合し、高度「研究型」大学として教育研究体制を再構築する。

あわせて「公立大学法人」による自律性、機動性あふれた大学運営への転換を

図る。 

 

 

 

 

 

条件が整い次第、順次具体化 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

 
42 

 

看護・医療技術者養成 ・高度専門的な看護医療技術者を養成するため、

府立看護大学について、看護学部の充実、リハ

ビリテーション関係学部の新設を行う一方、民

間との適切な役割分担のもと、短期大学部及び

府立千里看護専門学校を廃止する。 

千里看護専門学校 

･募集停止（看護1科） 

 

 

 

千里看護専門学校 

･廃止（看護1科） 

 

短期大学部 

・募集停止（歯科衛生、看護1科、臨

床栄養、臨床検査、理学療法、作業

療法） 

・廃止（歯科衛生） 

看護大学 

・総合リハビリテーション学部の新設

・看護学部定員の増員 

千里看護専門学校 

･募集停止（看護2科） 

 

短期大学部 

･歯科衛生を除く左記学科の廃止 

 

17年度 

千里看護専門学校 

⇒看護２科廃止 

短期大学部 

⇒募集停止（看護 2

科） 

⇒全学科廃止（廃校）

43 

 

後期中等教育のあり方 ・府民の自由な選択の下に、公私立高校が競い

合う中で、良質な教育サービスを提供できるよ

う、保護者負担の公私間格差の是正や公私に今

後求められる役割を踏まえつつ、府民ニーズに

対応した就学システムに再構築する。 

・新たな進学率のあり方について、関

係機関と協議・検討を進め、結論を得、

これを前提に平成１５年度に府立高

校特色づくり・再編整備計画及び第1

年次実施対象校を公表、決定する 

公私受入比率７：３の枠組みの弾力

化に向けて、進路決定に際しての要素

など府民ニーズを把握するとともに、

その条件について検討。 

・多部制単位制高校の設置、夜間定時

制課程の改革、工業高校の改革などを

含む新たな府立高校特色づくり・再編

整備計画を策定するとともに、府民ニ

ーズに対応した就学システムの再構

築のあり方について、公私協を通じる

などして、関係機関と調整を行う。 

 

・高等学校への生徒受け入れについ

て、府民ニーズに対応した就学システ

ムに再構築するためこれまでの検討

を踏まえ、平成１７年度には、現行の

公私比率７：３の枠組みを弾力化する

ため、公私協等において協議し、１６

年度秋までに結論を得る 

 

44 

府立工業高等専門学校 ・府の大学や試験研究機関等との連携のもと、

産業教育の変化や生徒のニーズ、進路の多様化

に対応した高等教育機関としての将来展望を視

野に入れ、今後とも府が設置する必要性も含め、

機能のあり方について検討を行う。 

・部内におけるあり方検討の結果を踏

まえ、産業界、学識経験者等で構成す

る「府立工業高等専門学校のあり方検

討会議」において、教育内容、学科の

あり方、管理運営体制等についてとり

まとめる 

・１４年度のとりまとめを踏まえ改革

案を策定 

・改革案の具体化を推進 

 

45 

府立職業高校 ・産業経済の変化に迅速に対応した専門教育の

充実を図るため、職業学科を設置する専門高校

の再編及び教員の弾力的配置を行う。 

・７月に「工業教育研究協力者会議」

を設置し、教育内容、学科のあり方、

適正規模・適正配置等について検討中

・上記まとめを府学校教育審議会に諮

問 

 

・年度当初に府学校教育審議会より答

申を得、新たな府立高校特色づくり・

再編整備計画に反映 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

46 

小中学校の適正配置と

通学区域のあり方 
小中学校の適正配置については、教育の機会

均等に配慮した上で、設置者である市町村に対

して、地域の実情を踏まえた自主的検討を促す

とともに、府民の視点に立った小中学校の通学

区域のあり方についても研究を進める。 

≪適正配置≫小中学校の小規模化が課

題となっている市町村に対し、地域の

実情を踏まえた再編整備の促進を助

言・指導。 

≪通学区域≫市町村教育委員会の担当

者会議等での情報交換を図るなど市町

村レベルでの研究会、市独自の取組を

支援。 

  

 

47 

私立幼稚園保育料軽減

補助金 
府と市町村の役割分担のもと、3 歳児の就園

率や市町村における 3 歳児就園対策の状況を踏

まえた上で、そのあり方を根本的に検討する。 

≪協議,検討≫３歳児就園対策に関す

る役割分担について市町村等に働きか

ける。 

≪現状分析≫他都府県の３歳児就園率

や負担軽減策の動向等を調査。 

・３歳児就園を含む保護者ニーズの

調査や本事業の就園促進効果の分析

などを行う。 

・それらを踏まえ、17年度からの保

育料軽減補助金の根本的あり方につ

いて協議・検討し、早期にその方向

性を見出す。 

 
 
 
  

48 

府立盲学校寄宿舎 ノーマライゼーションの理念の浸透や利用実

態等を踏まえ、現行寄宿舎のあり方について、

利用者の立場に立った見直しを検討する。 

・今後の府立盲学校のあり方及びノー

マライゼーションの理念を踏まえなが

ら、生徒の自立生活支援を促進する観

点も踏まえ、寄宿舎利用の現状や他府

県状況等を把握し、寄宿舎のあり方に

ついて課題整理を行う。 

・現状把握や課題整理を踏まえ、具

体的な方策の検討。 

 

 

49 

今後の文化振興方策 民間、府、市町村の連携と府民の支援のもと、

オール大阪で文化・芸術を振興する体制づくり

を検討する。また、文化懇話会での検討などを

踏まえ、府は、市町村、民間との役割分担の上

に立った、文化活動の支援や文化情報発信に重

点化を図る。 

・様々な組織や人が、社会全体で文化

芸術活動を支援することを通じて、都

市の活性化、生活の豊かさの実現を図

るという観点から『文化振興アクショ

ンプラン』を策定 

・『文化振興アクションプラン』に基

づく文化振興策の検討、具体化 

 

 

 

50 

大阪センチュリー交響

楽団 
同楽団の自立的経営を促進し、府の補助のあ

り方を見直す。あわせて、在阪オーケストラの

振興方策について、今後、検討する。 

・活動実績にかかわらず運営費のほぼ

全額を補助する仕組みから楽団の活動

実績等の営業努力が経営に反映される

補助の仕組みに移行 

・あわせて、在阪オーケストラを活用

し、音楽文化の裾野を拡大 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

51 
 

全国高等学校総合体育

大会（平成18年開催予

定） 

平成 18 年度に大阪府を主会場とし、近畿２

府４県でのブロックで開催できるよう、関係団

体と調整を行う。 

その際、スポーツ実践の機会を通じた青少年

の健全な育成に向けた、本来の高校スポーツ振

興の原点に立った大会とするために、競技団体

の協力のもと、府民の支援や市町村の理解・協

力など、府独自の２１世紀型大会開催方式を目

指す。 

・計画案の趣旨を踏まえ、競技を中心

とした実質本位の大会を目指すととも

に、府民との協働など 21 世紀型の府

民参加の手づくり大会のモデルイベン

トとなるよう開催準備 

・近畿ブロックでの開催決定 

（夏季２８種目中９競技を他府県で実

施） 

・府準備委員会の設立予定 

 

  

・準備委員会を実行委員会に発展

改組 
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≪さらなる改革項目≫ 
３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

1 

盲・聾・養護学校の空調

整備の実施 
・盲・聾・養護学校において児童生徒の健康管

理及び教育環境の改善を図る観点から、全ての

普通教室等に空調機を導入する。 

・平成 15 年度末までに盲・聾・養

護学校の全普通教室等に空調設備を

導入する 

 全ての盲・聾・養護学校において空

調設備の運転開始 

 

2 

 

非常勤（若年）特別嘱託

員の効果的、効率的な活

用 

非常勤（若年）特別嘱託員を、これからの学

校教育に求められている課題への対応や経費の

効率的執行の観点から、より積極的に活用して

いく。 

 

 ・非常勤講師を配置してきた部分や、

生徒指導、進路指導、障害児対応な

ど様々な教育課題への対応を図るた

め、非常勤（若年）特別嘱託員を積

極的に活用していく。 

 

 

3 

盲・聾・養護学校の給食

調理業務の民間委託化 
・児童生徒の障害の状況に応じた段階食の提供

や多様なメニューの提供を行えるよう、必要な

調理時に集中的な人員配置を行うなど、その効

果的・効率的な調理業務を行う観点から、調理

業務について民間の力を活用する。 

 ・平成 15 年度から調理員の退職後

を不補充とし、16 年度以降それぞ

れの学校の状況を勘案しながら、順

次民間委託化を実施する。 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

（３）都市が元気   

52 

海外事務所の効果的・効

率的運営 
・海外における諸活動の総合力を高めるため、

大阪市の海外事務所との事業連携・共同化を推

進するとともに、業務の委託化等による運営の

効率化を図る。当面、シンガポール、上海をモ

デルケースとして、大阪市との共同設置を進め

る。 

［シンガポールでモデル的に実施］ 

・16 年度での共同事務所の設置に向

けた条件整備 

・各種課題に関する協議（４月以降）

・事務所改装工事（７月竣工） 

・執務室の一本化（８月１日） 

  

・業務の委託化等による運営の効率化

の検討 

 
・各種課題に関する協議 
 

 
・シンガポールの状況を踏まえ、上海

での共同事務所設置に向けた検討 

 
・共同事務所設置 
 
 
・同左 
 

 

53 

貿易専門学校の廃止 ・民間教育施設の充実を踏まえ、公設の専門学

校としては一定の役割を終えたことから、平成

15 年度からの新規学生の募集停止を行うこと

とし、平成16年 3月末を目途に廃止する。 

・15年度からの新規学生の募集停止 ・16年 3月末を目途に廃止 

 
  

54 

産業技術総合研究所 ・研究業務等の重点化を図りつつ、組織体制の

効率化をすすめる。また、今後、国の制度化の

検討状況を見極めつつ独立行政法人化の検討

を進める。 

・企業ニーズに対応した支援・研究分

野への重点化と効率的業務体制の整

備 

 

 
 
 
 

  

55 

高等職業技術専門校 ・少子高齢化の進展や産業構造の変化に対応し

た公共職業訓練を推進するため、国、民間の教

育訓練機関との役割分担や離職者の再就職支

援の重要性を踏まえつつ、高等職業技術専門校

の再編整備を行う。 

・府立高等職業技術専門校再編基本構

想を策定（１２月） 
・堺技専校を１５年３月末に廃止 

・左記基本構想に基づき、訓練体系の

充実、指導体制の充実、技専校の再編

統合 
・テクノステージ和泉での技専校新設

（１８年度目途）に向けた取組 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

56 

労働事務所の機能強化 ・現下の雇用情勢を踏まえ、国・市町村との役

割分担の下に、複雑多様化する労働事情に的確

に対応するため、労働行政地域ネットワークの

形成にも留意しつつ、一元化により、労働事務

所の機能強化を図る。 

・総合的・専門的な労働施策の推進、

国、市町村や労使団体等との役割分担

と連携による地域労働ネットワーク

の形成・支援等、労働事務所の機能強

化を図る観点から、総合労働事務所を

設置（14年度当初） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

  

地域における労働行政サービスのあり方については、労働情
勢や地域の実情等を踏まえ検証 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

57 

農林水産業振興における

事業の重点化 

・農林水産業の有する食料生産を含む多面的機

能の発揮により、豊かな府民生活を実現すると

いう観点から事業の重点化を図る。 

・特に、農業基盤整備については、業の拡大の

みを目的としたほ場整備事業等を終了し、多様

な担い手による農空間の保全・活用を通じて、

都市と共生した地域づくりに貢献する事業への

重点化を図る。 

・大阪府新農林水産業振興ビジョン

（13 年度末策定）に基づき事業の重

点化を実施 

・農業振興目的の大規模基盤整備の見

直し 

○ほ場整備等９ヶ所→２ヶ所 

・農業･農空間の有する多面的な機能

の発揮 

・安全・安心な食の供給に向けた取組

の推進 

 
 
 
 
 
 
 

  

58 

農林技術センターの研究

機能等の再構築 

・今後の農林水産行政の振興方針を踏まえ、当

センターが果たすべき役割を精査し、研究業務

の重点化を図る。 

・当面、淡水魚試験場については、水生生物に

関する自然環境保全等にかかる調査・研究機能

の有効活用を図るため、当センターへの統合を

行う。 

・また、緑化センターの機能についても、同セ

ンターとの機能の一元化及び施設の一体的活用

を図る。 

・今後、国の制度化の検討状況を見極めつつ独

立行政法人化の検討をすすめる。 

・条例改正により14年 4月に淡水魚

試験場及び緑化センターを統合の上、

「食とみどりの総合技術センター」と

して再編 

・13 年度に取りまとめた中長期計画

に基づき、豊かな食とみどりの創造に

向けた研究業務の重点化を推進 

○高品質の食品の生産と資源リサ

イクルの技術開発など。 

 
 
 
 
 
 
    
 

  

59 

水産試験場 ・今後の農林水産行政の振興方針を踏まえ、試

験場が果たすべき役割を精査し、研究業務の重

点化を図る。また、今後、国の制度化の検討状

況を見極めつつ独立行政法人化の検討をすすめ

る。 

・13 年度に取りまとめた中長期計画

に基づき、水産資源の持続的利用を目

指した調整・研究業務の重点化を推進

○水産資源の管理と回復 等 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

60 

産業開発研究所 中小企業支援法の改正を踏まえ、民間の活用

を図る観点から、診断・指導業務等を見直すと

ともに、政策立案のための経済動向分析等の調

査研究機能については、産業再生プログラム

（案）の円滑な推進はもとより、今後の施策展

開に向け、行政との密接な連携に配慮しながら、

研究所のあり方を抜本的に見直す。 

・13 年９月に産業開発研究所あり方

検討会を設置 

・産業・経済面における全庁的な政策

支援機能を強化し、庁内シンクタンク

を目指す 

・左記の検討結果を踏まえ、新体制で

の事業実施 

  

61 

漁港の管理 市町村との役割分担の観点から、第1種漁港

の管理について移管に向けた協議会を市町村と

ともに設置し、協議が整ったものから順次移管

をすすめる。 

・14年 5月に府､市町村及び関係機関

で構成する「第1種漁港市町移管検討

協議会」を設置。 

・順次移管に向けた課題の整理及び対

策等の検討協議を実施。 

・｢第 1種漁港移管計画｣を策定 ・計画に基づき、国・市町と協議が整

ったものから順次移管を進める 
 

 
 

 

 



 

 ３９

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

・建設事業の重点化（１０％シーリング）を踏まえた都市基盤整備中期計画により、事業を重点実施   

・都市再生環状道路の整備等による都市機能の強化、水の都大阪の再生による快適環境都市の形成、既成市街地等の治

水レベルの確保、電線類地中化など身近な生活圏の整備、沿道の環境改善や水環境の再生など、既存ストックを活かし

た都市の再生を推進 

・都市基盤整備中期計画を踏まえ、個別施設の中長期整備計画を順次策定 

62 

都市基盤整備の重点化 都市基盤整備中期計画により、緊急性・費用対

効果・既存ストックの活用などの視点から「事

業の選択と資源の集中」の重点化基準を明らか

にし、それに基づいて事業をすすめる。   

重点化例 

○渋滞対策 

・中央環状線立体交差化の推進 

美原ロータリー西行き完了 

・きめ細かい渋滞対策（するっと交差

点対策（右折レーン設置等）の重点実

施 

余野茨木線中河原交差点完了 

○身近な生活圏の整備 

・電線類地中化による景観向上とバリ

アフリー化の推進 
豊中駅周辺他２箇所完了 
 

・水都再生モデル事業着手、道頓堀川

環境整備（大阪市と協働）推進 

「水の都大阪」再生構想の策定予定

 

○環境改善が実感できる街づくり 

・透水性舗装の試行実施 

・低騒音舗装の重点実施 

 

・水環境の再生に配慮した親水空間創

造 

花園多目的遊水池の植生浄化完了 
「寝屋川流域水循環」再生構想を策

定予定 
 

 
 
 
荒本跨道橋完了予定 
 
 
 

 
 
 
荒本・長田地区周辺他４箇所完了予定 
 
 
 
 
 
 
 
透水性舗装の本格実施 

 

 

 

 

恩智川で流れの再生・植生浄化を実施

 

・「みんなで創ろう都市のみどり～中

環の森づくり～」に着手 

 
 
・２箇所完了他２箇所事業中 
 
・１箇所完了他７箇所事業中 
 
 
 
 
・８箇所完了 
 
 
・水都再生モデル事業（堂島川・木津

川の親水護岸、緑化等）完了、道頓堀

川一部完了、併せて舟運を振興 
 
 
 
 
・中央環状線、大阪臨海線等重点箇所

約２０箇所の沿道環境改善 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 ４０

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

63 

計画的・予防的維持管理 土木施設の更新需要の予測や延命化の検討

を行い、維持管理アクションプログラムを順次

策定し、計画的・予防的維持管理を行う。 

 

・ストック延命化の調査・検討 

・土木施設について維持管理アクショ

ンプログラムを策定、一部実施 

  
 

 
・土木施設の計画的・予防的維持管理

を実施 
 

・建設事業の重点化（１０％シーリング）を踏まえ、府営住宅のストック再生に向け、ストック総合活用計画に基づく

建替え、高齢者向け改善等を順次実施するとともに、福祉施設等との連携を図るなど、地域のまちづくりにも貢献 

64 

府営住宅のストック再生 ストック再生に重点を置いた「ストック総合

活用計画」により、老朽化の著しい府営住宅の

建替えや、高齢化に対応した新たな改善、適切

な維持保全など、良好なストック再生に重点化

を図る。 

・府営住宅のバリアフリー化を強化す

るため、エレベーター設置事業に着手

・建替えに伴う売却用地について事業

コンぺを実施 

 

・円滑な建替えを促進するため、ＰＦ

Ｉを視野に入れた民活手法の実現可

能性や具体的手法等について検討 

 
 
 
 
 
・民活手法を導入した事業コンペを試

行 

・高齢者福祉サービスと連携したシル

バーハウジングを約 80戸供給予定 
 

 

65 

公共施設の環境美化活動 府民・地域企業・市町村との協働のもと、道

路・河川などの公共施設の環境美化活動を展開

する。 

・府民との協働の体制づくり及び身近

な公共施設における活動の拡大 

・アドプトリバー実施：20箇所  

          （実績20箇所）

・アドプトロード実施：５０箇所 

        （実績 430箇所）

・環境ふれあいワークショップ実施 

：３公園（実績３公園）

・まちの緑化ボランティア・リーダー

の養成（３３名）・ 

 
 
・アドプト制度（道路・河川）やワー

クショップ（公園）の拡充 
・アドプトリバー実施：３８箇所 

・アドプロ－ド実施：府内全域におい

て展開・拡大 
・環境ふれあいワークショップ実施 

             ：５公園

 

・府内全域で、道路をはじめ河川・公

園など、府民との協働による環境美化

活動を展開 
 
 
 
 
 
 

 



 

 ４１

 

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

（ＥＳＣＯ事業） 

・ＥＳＣＯ推進マスタープランの策定

（9月） 

・４府民センターで実施 

 

 

・ＥＳＣＯアクションプランの策定 

・府立病院、障害者交流促進センタ

ー、教育センター、豊能府民センタ

ーで実施 

 
・事業化可能な施設において、順次Ｅ

ＳＣＯ事業実施 
 
 

 

66 

ＰＦＩ等による民間活力

を活かしたまちづくり 

民間の技術・資金等の経営資源や創意工夫を

活かし、ＰＦＩ事業やＥＳＣＯ事業など、民間

活力を活かした新たなまちづくりを積極的に

推進する。 

（ＰＦＩ事業） 

・不法駐車対策を目的とした江坂駅南

立体駐車場「ＥＳＡＫＡ－フラッツ」

（ＰＦＩ事業）の完成・開業 

・ＰＦＩ事業の新たな展開について検討 

 
・ＰＦＩ方式による大阪府警寝屋川待機

宿舎の整備 
 
・府有建築物のＰＦＩ事業について、

技術的業務を建築都市部に一元化 

 
 
 
 
・事業スキームの確立、事業可能性等

検討の具体的マニュアルの策定 

 

67 

民間主導によるインナー

エリア都市拠点整備 

大規模工場移転跡地を、商業業務機能に加

え、多様な機能を備えた都市拠点として再整備

する。 

 

○民間主導によるインナーエリア及びベイエ

リアの再生を図るため、14年 7月に都市再生

特別措置法に基づく都市再生緊急整備地域の

指定（４地域）を受け、先行する守口大日地域

に加え、堺鳳駅南地域、寝屋川市駅東地域、堺

臨海地域においても、民間プロジェクトに対す

る支援を行う。 

（守口大日地域拠点開発） 

・都市計画用途地域の変更（12月）

・拠点開発事業の着手（15年3月予定）

 

（堺鳳駅南地域拠点開発） 

・都市計画変更の協議(近隣(防災)公園) 

 

（寝屋川市駅東地域拠点開発） 

・都市再開発方針の決定（12月） 

 

（堺臨海地域都市拠点開発） 

・大阪府地方港湾審議会で臨港地区分区変

更の答申（9月） 

 
・商業施設工事着手（15年度第1四

半期） 

 

 

・近隣（防災）公園都市計画決定 

 

 

・市街地再開発事業の都市計画決定 

 

 

・民間の都市再生事業にかかる都市計

画決定 

 
・住宅ゾーン１期工事着手 
・商業施設供用 
 
 
・近隣（防災）公園工事着手 

 

 

・事業計画認可 

 

 

・工事着手 

 



 

 ４２

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

68 

都市のバリアフリー化 高齢者や障害者をはじめ誰もが活動しやす

い都市づくりに向け、福祉のまちづくり条例を

改正する。また、対象施設の拡大を図り一層の

バリアフリー化を推進する。 

・福祉のまちづくり条例改正（14 年

9月議会） 

（改正内容） 

 ユニバーサルデザインの考え方を

導入。条例対象施設の拡大等。 

・ 交通バリアフリー推進連絡会議設

置、駅及び周辺地区のバリアフリー化

事業を推進 

・ 登録された高齢者向け民間賃貸住

宅のバリアフリー化を促進 

 

・ 府営公園のバリアフリー化推進 
 
・歩道部通行支障電柱移設の推進 

実績：３５０本／６７９本 

・ 点字ブロックによる駅周辺連続誘

導着手 

実績：１６.５㎞／３３㎞ 

・改正条例施行（年度当初） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・歩道部通行支障電柱６７９本移設完了 
・点字ﾌﾞﾛｯｸによる駅周辺連続誘導 
３３ｋｍ完了 

・改正条例等を活用しつつ、民間と協

働し、一層のバリアフリー化に向けた

まちづくりを推進 
 
 
・鉄道駅舎のエレベーター設置等、駅

周辺のバリアフリー化を推進 
 
・高齢者向け民間賃貸住宅（登録住宅）

のストック増加を図り、登録住宅の

バリアフリー化を促進 
・府営公園のバリアフリー化（園路・

休憩施設等）概成 
 

 
 

 

69 

民間建築活動の適正化 大阪府建築物安全安心実施計画を改訂し、法

手続きの遵守並びに民間建築活動への指導強

化により、違反建築を防止し、安全安心な民間

住宅の供給を促進する 

・大阪府建築物安全安心実施計画改訂

（8月改訂） 

 

 ・府域における建築物の完了検査実施

率（13年度；56％）を80％（目標）

に引き上げ、違反建築を防止。 
 

 



 

 ４３

≪さらなる改革項目≫ 

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

   

１ 

能力開発総合プラザ（仮

称）の設置 
 大阪府と大阪府職業能力開発協会が一体と

なって、事業主・在職者・求職者に対して一元

的な職業能力開発支援を行うとともに、他の労

働行政サービスとの連携等を図るため、職業能

力開発にかかる既存の諸機能（講座・講習会、

相談、情報提供、訓練場所の提供など）を集約

し、能力開発総合プラザ（仮称）を設置する。 

 ・能力開発総合プラザ（仮称）の設置 
（１５年度中） 

 

 
 
 

 

２ 

中央卸売市場の経営改

善の取組 

・平成15年夏を目途に、市場の経営改善を図

るための計画を策定。また、計画策定と並行し

て、保留地の活用など、一部の改善方策の具体

化を図る。 

 ・15年度夏を目途に、市場の経営改善

を図るための計画を策定・推進。 

 

・保留地の活用 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

２．NPO・府民との協働 

70 

提案公募型協働事

業の創出 

・ＮＰＯからの提案公募による委

託事業を府政の各分野で実施し、

NPO との協働を推進するととも

に、ＮＰＯの活動活性化を支援す

る 

・ＮＰＯからの提案公募型委託事業の

実施（4事業を3部局で実施） 

 

 

・在住外国人とともにつくる「安全・

安心なまちづくり」事業（企画調整部）

・生活者の視点によるユニバーサルデ

ザイン・アイデア創出事業（商工労働

部） 

・農空間を活用した「地域コミュニテ

ィとNPOとの連携活動」公募事業（環

境農林水産部） 

・環境保全に対する意識啓発推進事業

（環境農林水産部） 

  

 

・「ＮＰＯとの協働をすすめるための

ガイドライン」（13 年 9 月策定）に

基づく協働事業の推進 

・行政とＮＰＯとの協働ノウハウの蓄

積 

・具体的な協働事業拡大に向け、全庁

的な「協働推進計画」を策定 

・推進計画に基づく協働事業の推進  

71 

ＮＰＯとの協働

の仕組みづくり 

各施策分野におけ

る協働事業の展開 

・「ＮＰＯとの協働を進めるための

ガイドライン」に基づき、各施策

分野における具体的な協働事業実

施を推進する。 

・「ＮＰＯ情報データベース」の構築、

運用により､各部局へＮＰＯ情報を発

信 

・協働にかかわる相談体制の構築、運

用 

・協働事業推進協議会を通じたＮＰＯ

情報の蓄積と行政情報の発信 

・「NPO情報データベース」の運用 

 

・協働に関わる相談事業の実施 

 

 

３ヵ年で概ね１２事業、できるだけ多くの部局で実施 



 

 45

 

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

72 

当事者参画による

障害者の地域生活

支援 

・障害者当事者で組織しているＮ

ＰＯとの協働により、当事者によ

る相談等の支援活動を行う人材を

養成・派遣し、障害者の自立を支

援する。 

・ＮＰＯとの協働によるピアカウンセラーの養成等 

 （14年度見込み） 養成 148人 派遣 22人 

・ＮＰＯとの協働による障害者ヘルパー養成研修の実施（15年度以降は民間において実施） 

 （14年度見込み） 570人 

 

73 

NPO との協働に

よる就労支援 

・ＮＰＯとの協働により、障害者

の職場定着等を支援する専門人材

を育成し、活用する。 

・ＮＰＯとの協働による障害者のジョ

ブ・サポーターの養成と、授産施設等

の要請に基づく事業所への派遣 

（14年度見込み） 養成 19人 

 支援実績7団体 94人（11月末）

  

（17 年度以降はＮＰＯの自主事業に

移行できるよう調整） 

74 

帰国・渡日児童生

徒の学校生活サポ

ート 

・NPOとの協働により、市町村と

の連携を図りながら、帰国・渡日

児童・生徒に対するきめ細やかな

進路ガイダンス・進路相談等を実

施する 

学校生活情報ホームページの更新及

び充実 

・ＮＰＯとの協働による学校生活ガイ

ダンスのモデル実施（４地区） 

・学校生活情報ホームページの更新 

・ＮＰＯとの協働による学校生活ガイ

ダンスのモデル実施（７地区） 

・NPOネットワークづくり 

 

・学校生活情報ホームページの更新 

・ＮＰＯとの協働による学校生活ガイ

ダンスのモデル実施（府内全域） 

・NPOネットワークの拡大 

 

 

75 

ＮＰＯとの連携に

よる児童虐待の発

生防止 

・NPOの育成・組織化に取り組む

とともに、子ども家庭センターを

中心に、子育てや虐待防止に関わ

る地域における身近な相談環境を

整備する。 

・虐待防止アドバイザーの養成及び履

修者の資質維持    

・アドバイザーの具体的活用    

 

 

 

 

76 

先導的協働事業

の実施 

 

 

コミュニティ・ビ

ジネスの創出 

・福祉・環境などの地域ニーズに

対応する新たな担い手の育成に向

け､コミュニティ・ビジネスに対す

る立上がり支援や経営面でのアド

バイスを行う。 

・先進的なコミュニティ・ビジネスを

実施するＮＰＯ等に対する立上げ資

金助成・コンサルティング支援 

・幅広い分野でのコミュニティ・ビジ

ネスの掘り起こしと先導役づくり（先

導的ＣＢ創出支援事業、モデル提案型

ＣＢ創出支援事業）、主要な担い手で

あるＮＰＯに対するスタートアップ

期の融資制度の創設（ＣＢ創設支援資

金貸付事業）、情報提供や人材育成・

経営相談等の運営サポート（ＣＢ創出

環境整備事業）を、関係部局と連携を

図りながら実施 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

77 

ＮＰＯ・地域住民

との協働による快

適環境の創造 

・府民参加のもと、公園・道路・

河川などの快適環境を創造するた

め、身近な公共空間の清掃や緑化

等のボランティア活動を支援す

る。 

・アドプトリバー実施：２０箇所（実

績20箇所） 

・アドプトロード実施：５０箇所（実

績４３０箇所） 

・環境ふれあいワークショップ実施 

     ：３公園 （実績３公園） 

・まちの緑化ボランティア・リーダー

の養成（３３名） 

・アドプト制度（道路・河川）やワー

クショップ（公園）の拡充 

・アドプトリバー実施：３８箇所 

・アドプトロード実施：府内全域にお

いて展開・拡大 

・環境ふれあいワークショップ実施 

             ：５公園

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

78 

 

NPO との協働に

よる男女共同参画

社会づくり 

・女性の社会参加・参画や女性が

直面している問題に対し、各種の

支援を行うドーンセンター事業を

順次 NPO との協働事業として実

施する。 

 

・啓発事業のうち、可能なものからＮ

ＰＯと協働 

・女性と仕事創発事業、女性芸術劇場

をＮＰＯに委託。 

・相談・情報事業のうち可能なものか

らＮＰＯと協働 

・情報活用講座、カウンセリング専門

講座、企画展示等をＮＰＯに委託予

定。 

 

 

（現代美術センター） 

・１４年度当初に直営化 

・ボランティアの募集と事業への参画

 

（現代美術センター） 

・ボランティアの各種事業の企画、運

営への参画 

・ボランティアを中心とした美術関係

者とのネットワークの構築 

（現代美術センター） 

・ボランティアによる一部事業の主体

的な企画、運営 

・既存NPOとの協働及びボランティ

アのNPO化について検討 

79 

公の施設の運営へ

のＮＰＯの参画 

・女性総合センター（ドーンセンタ

ー）、現代美術センター、花の文化

園の運営へのＮＰＯ・府民の参画

を図ることにより、柔軟できめ細

かなサービスの提供を図る。 

（花の文化園） 

・「シンクタンクボランティア」の設

立、ボランティア活動内容の検討 

・「フルルガーデンサポート倶楽部」

設立、募集 

・同倶楽部による一部花壇の管理 

（花の文化園） 

・教育部門支援プログラム、来園者体

験メニューの検討 

 

・ボランティア管理部分の拡大 

（花の文化園） 

・園内案内ボランティアの立上げ 

・府民参加型イベントの企画実施 

 

80 

公の施設の運営等

への参画等 

消費者問題に関す

る協働 

・消費者施策を取り巻く環境の変

化や複雑化・深刻化する消費者問

題に的確に対応するため、消費生

活センターの効果的、効率的な業

務のあり方について、消費者問題

に関する専門性・ノウハウ等を有

する団体等との協働について検討

を行う。 

・消費者行政に関する業務を消費生活

センターに一元化し、センター機能の

強化を図り、効果的・効率的に消費者

行政を推進。 

・相談業務を、消費者問題に関する専

門性・ノウハウを有する団体に委託。
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

81 

府と NPO との人

材交流 

・職員のＮＰＯ、ボランティア団

体などの活動への参加に向けた新

たな人事制度を検討する。 

・府退職者をモデルケースとした

人材のマッチングシステムを構築

し、府とＮＰＯとの人材交流を進

めることにより、相互理解の促進

と協働化の推進を図る。 

・ＮＰＯとの人事交流制度の検討 

・職員向け「協働推進研修テキスト」

の作成と研修実施 

・「人材マッチングシステム」の構築・

運営（モデルケースとして府退職者と

ＮＰＯ求職情報とのマッチング） 

・NPO との人事交流の仕組みづく

り・実施 

・職員に対する協働推進研修の実施 

 

 

 

 

・人材マッチング事業の本格実施 

（市町村､企業へ拡大） 

 

82 

ＮＰＯとの協働に

向けた組織風土の

醸成 

出資法人と NPO

との連携・交流 

・民との協働により事業を進める

分野において、出資法人が中間支

援組織として情報の収集・提供を

行うことにより、NPOとの協働に

よる事業展開をすすめる。 

（国際交流財団） 

・ＮＰＯによる先導的事業等に対して

助成金を交付する「ＮＰＯ活動支援助

成制度」の拡充など、中間支援団体機

能の強化 

（男女協働社会づくり財団） 

・能力開発・育成事業などで事業委託

を拡充するとともに、財団の中間支援

組織を強化し、ドーンセンターにおけ

るNPOとの協働を推進 

  

 

83 

ＮＰＯへのマネジ

メント支援 

・中間支援組織を通じた税務、会

計など運営面のサポートにより、

ＮＰＯの運営能力や事業遂行能力

の向上を図る。 

・ＮＰＯ運営マネジメント事業の実施

（経理・情報等の実務経験者（年間

15人）をＮＰＯに派遣） 

  

 

84 

ＮＰＯ活動の活性

化支援 

大阪ＮＰＯプラザ

の整備・運営 

・中間支援組織の自主的な運営の

もと、NPOのインキュベート機能

や府民、行政等との交流機能を持

つサポートセンターを整備し、活

動の場や NPO に関する情報を提

供する。 

・４月「ＮＰＯプラザ」開設 

・プラザ管理運営団体に対する管理運

営支援（補助） 

・ＮＰＯプラザを通じたＮＰＯ活動支

援、ネットワーク構築支援 

  

 

・17 年度以降の管理運営支援のあり

方検討 

  

 

 



 

 48

≪さらなる改革項目≫ 

 

３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成 1６年度 
備考 

１ 

先導的協働事業の

実施 

ＮＰＯとの協働に

よる海外研修員の

受け入れ 

「海外技術研修員事業」を廃止

し、ＮＰＯが実施主体となる「大

阪府ＮＰＯ協働海外研修員受入

事業(仮称)」を創設する。 

 ・制度創設 

・事業実施 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

主要プロジェクトの点検（１）面的開発プロジェクト   

85 

南河内・健康ふれあいの

郷 

・土地造成の着手については、外部の専門家等

による評価を行い住宅開発計画の採算性等を点

検した上で判断する。 

・今後、スポーツゾーンのあり方については関

係者で協議を進める。 

・土地造成の着手について、外部評価

を踏まえ事業継続（造成着手）を決定 
・土地造成、住宅建設･販売に係る事

業コンペを実施 
・スポーツゾーンのあり方について関

係者と協議（造成完了後５年間暫定利

用） 

 
・土地造成着手 
 
 
・スポーツゾーンの最終的な活用方

策等について、引き続き関係者と協

議 

 
 
・分譲開始（造成完了後４年以内で分

譲完了を目指す、H16～H19） 
 

 

86 

和泉コスモポリス ・分譲単価引き下げや賃貸方式の導入など更な

る企業誘致の促進方策について協議を進め、事

業の早期完了を目指す。 

・併せて、各事業主体の事業の方向性について

も確定する。 

・ベンチャー企業の試作工房や団地内

企業の共同利便施設を備えたいずみ

テクノサポートセンターを年度当初

に開設 
・各事業主体は、１３年９月に実施し

た分譲単価の引き下げなどにより、早

期の企業立地を推進 
○(株)いずみコスモポリス 
早期に土地処分を完了すべく分譲

を推進。また、事業用定期借地権方式

を導入 
○(財)産業基盤整備協会 
早期に土地処分を完了すべく主に

事業用定期借地権方式による企業誘

致を推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
・時価による分譲 
 
 
 
・賃料の引下げ 
 
・賃料減額制度の導入 

  

87 

岸和田コスモポリス ・㈱岸和田コスモポリスの事業計画見直しを踏

まえ、事業成立性及び府の政策的関与の必要性

等を見極めて行く。 

・平成１４年１２月、㈱岸和田コスモ

ポリス取締役会において「コスモ会社

が推進する枠組みでの土地区画整理

事業の推進は当面困難である。当社と

しては、この事業の経過を踏まえ、今

後の対応方針を関係者と協議・調整す

る。」と決議された。 
 今後、大阪府としては、残された課

題（土地の権利関係の整理等）を解決

するために同社が行う調整作業に協

力していく。 

 
 
 
 
 
 
・残された課題（土地の権利関係の

整理等）を解決するためにコスモ会

社が行う調整作業に協力していく。 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

88 

津田サイエンスヒルズ ・分譲価格の引き下げや賃貸方式の導入を実施

したところであり、今後とも企業誘致の促進に

取り組み事業の早期完了を目指す。 

・年度末の第二京阪道路一部供用開始

の効果を生かした企業誘致の促進 
・学識経験者等からなる整備検討委員

会の提言を踏まえ、以下の取り組みを

行う。 
･立地対象施設の拡大の検討、実施 
･まちづくりの方向性を具体化するた

めの方策の検討 

 
 
 
 
 
・立地対象施設の拡大のための土地利

用規制の変更 
・インキュベータの開設 

 
 

 

89 

阪南港阪南2区整備事業 ・土地需要動向等が厳しいことから、採算性の

確保のため、残事業の徹底した見直し・圧縮を

図る。また、地元市・民間と一体となって企業

誘致を推進する中で、分譲見通しを見極めなが

ら建設発生土等を活用して段階施工を行う。 

・先行造成した、分譲済の清掃工場用

地と対岸との連絡橋（岸之浦大橋）を

１２月に暫定２車線で使用開始 
・残事業の見直し・圧縮を図るととも

に、分譲見通しを見極めながら、建設

発生土等の受け入れにより一部区域

を埋立 

・１７年度の第１期製造業用地の分譲

開始に向け、企業意向を踏まえた事前

誘致活動の展開や市の誘致支援措置

の具体化 

 
 
 
 
・建設発生土等の受け入れにより、第

１期製造業用地の埋立を完了 

 

90 

国際文化公園都市シンボ

ルゾーンの形成 
・地価の低迷など社会経済環境が厳しいことか

ら、採算性の確保のため、民間主導のもとでの

事業コストの低減など会社の経営改善や保有地

の付加価値を高める取り組みが進められるよう

努める。 

・引き続き、民間主導のもとで経営改

善を実施 
・中部地区保有地を民間開発事業者に

売却 

・広報誘致活動等の取り組み強化  
・１６年春西部地区の一部でまちびらき 
・医薬基盤技術研究施設(仮称)の開設 
・インキュベータの開設 

 

（２）鉄軌道整備   

91 

国際文化公園都市モノレ

ール（阪大病院以北） 
・経営採算性の確保のため、開発者の適切な負

担を前提に、引き続き、建設費及び運行経費の

節減を図りつつ、国際文化公園都市の開発熟度

に合わせた整備を行う。 

 

・開発整備の進捗状況などにあわせ 
ながら、19年春に西センターまでの

間を開業すべく建設工事を推進 
・西センターから東センター間につい

ては、国際文化公園都市の開発熟度を

見極めていく 

   

92 
大阪モノレール（門真以

南） 
・現時点では、事業成立の見通しは極めて厳し

いことから、将来構想として、引き続き需要と

採算性を見極めていく。 

・将来構想として引き続き需要と採算

性の見極め 
   

93 

大阪外環状線鉄道 ・事業採算性の確保のため、既存施設の有効利

用、施工方法の工夫、関連事業との一体施工等

により現施工区間の事業費抑制に努めるととも

に、採算性等を見極めた上で、事業の進捗を図

る。 

・現施工区間については事業主体にお

いて、事業費抑制に努めながら、建設

工事を推進 
・未施工区間については、採算性見極

めなどの課題に取り組む 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

94 

阪神西大阪線延伸 ・調査段階に引続き、今後、建設着手前に改め

て外部の専門家等による事前評価を行う。 

・建設着手前の外部評価を踏まえ、建

設への参画を決定 
・事業主体において、施工方法の工夫

等により、事業費抑制に努めながら、

事業の進捗を図る 

 
 
・事業費抑制に努めながら、建設工事

を推進 

 
 

 

95 

京阪中之島線 ・調査段階に引続き、今後、建設着手前に改め

て外部の専門家等による事前評価を行う。 

・建設着手前の外部評価を踏まえ、建

設への参画を決定 
・事業主体において、施工方法の工夫

等により、事業費抑制に努めながら、

事業の進捗を図る 

 
 
・事業費抑制に努めながら、建設工事

を推進 

 
 

 

主要施設構想  

96 

新庁舎 

 
・新庁舎については、現庁舎の耐震性や本庁機

能の分散解消などの観点から整備が必要である

が、集中取り組み期間内の着手を見合わせ、庁

舎の規模・機能・整備手法などを検討する。 

・集中取り組み期間内は事業着手を見

合わせる。 
・庁舎・周辺整備区域全体としての効

率的・効果的な土地利用、建物計画、

整備手法等の検討 

  
 
・集中取組期間以後の新庁舎整備にか

かる方針の決定 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

４ 公の施設の改革    

97 

施設の抜本的なあり方検

討 

・府民ニーズの変化や費用対効果、市町村との

役割分担や民間施設の整備状況などの観点か

ら、府として施設保有する必要性等を検討し、

廃止を含めあり方を抜本的に見直す。 

 
 
 

 
・緑化センターの廃止（１３年度末） 

 
 
 
 
・総合青少年野外活動センターの 
閑散期閉鎖(１～２月)及び施設規模 
の縮小 
・老人総合センターの運営の効率化 

 
 
 
 
 
 
 

 

  
 
・青少年海洋センターファミリー棟 

   （１４年度当初） 

 
 
・里山の自然学校「紀泉わいわい村」 

(１５年度当初) 

 
 
・体育会館 
・羽衣青少年センター 
府民牧場（一部事業） 

98 

施設の効率的・効果的運

営 

・民間活力を最大限に活用した運営の効率化や、

受益者負担の適正化を図る。また、一層開かれ

た施設運営を目指し、NPO・ボランティアとの

協働を推進する。 

 
 
・現代美術センター 
（ボランティア活用事業の実施） 
・女性総合センター 
（ＮＰＯとの協働事業の実施） 

・花の文化園（ボランティアの参画） 

 
 
 
 
 

 

 
●運営効率の向上を図るとともに、より魅力ある施設とするため、民間事業者のノウハウを活用 

●一層開かれた施設運営をめざし、ＮＰＯ・ボランティアなど府民との協働 

●公の施設改革プログラム（案）（13年度策定） 
 

●施設のあり方見直し 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

99 

施設のあり方・数値目標

の公表 

・平成１１年度に施設ごとの目標数値を設定し、

運営改善を進めている。さらに、今年度内にす

べての施設について、そのあり方や当面３ヵ年

の施設ごとの費用節減・利用拡大などの達成す

べき数値目標を具体的に定めた「改革プログラ

ム」をとりまとめ、公表する。 

府の出資法人が管理運営する施設について

は、法人改革と併せ取組をすすめる。 

 
 
１４年度当初予算削減額 

(13年度当初予算比) 
   ▲３億円（一部重複） 
 
 
・国際児童文学館（任期付専門員の任用） 
・門真スポーツセンター、漕艇センター

（職員の非常勤化等の前倒し実施） 
 
 
・総合青少年野外活動センター 
・青少年海洋センター 
・青少年会館 
・羽衣青少年センター 
・弥生文化博物館 
・近つ飛鳥博物館 

 

 
 
１５年度当初予算削減予定額 

(13年度当初予算比) 
▲５億円（一部重複） 
 
 
 
 
 
 
 
・上方演芸資料館 
・少年自然の家 

 
 
 

 

 

●収支改善目標  公の施設（２８施設）全体で、府からの一般財源支出（１３年度 約４０億円）を概ね２０％削減 

●料金体系の見直し（年齢区分の見直し、利用実態等に応じた料金区分の見直しなど順次実施） 

●収支以外の改善目標（集客の工夫・収益部門の強化、管理運営体制のスリム化など） 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

■ 自主財源の確保  

1 

収入歩合の向上 ・課税調査や滞納整理の充実強化など税収確保

に積極的に取り組む。 

特に、自動車税の滞納整理を強化するなど、

従来の対策と併せてさらなる取組をすすめ、全

国平均を下回っている収入歩合（徴収率）の向

上に努める。 

収入歩合（見込）    95.３％ 

府税収入の確保（見込） 

40億円 

主な取組 

・不動産取得税の中間登記省略調査等

課税捕捉調査の強化 

・高額滞納事案の集中処理 

・滞納整理支援システムを活用した滞

納整理の強化 

 

府税収入の確保（目標額） 

  40 億円 

 

 

府税収入の確保（目標額） 

  30 億円 

 

 

2 

課税自主権の活用 ・法定外税など課税自主権の活用について、引

き続き検討する。 
・法定外税について、政策的な観点、法

的な問題点等の課題について整理しな

がら検討。 

  

・府有資産の有効な活用を促進するとともに、低未利用地財産及び廃止予定財産の総合的、効率的運用を図るため公有財産

活用委員会を開催し、処分可能な府有地については、積極的に売り払いを推進 

・目標として、14年度～１６年度の3年間において300億円以上の府有地を売却 

3 

府有財産の売り払い ・処分可能な府有地については、必要な手順・

手続きを踏んだ上で売り払いに努める。 

 廃川・廃道敷、施設跡地等の普通財産 

 低・未利用の行政財産 

 大阪府職員宅舎・教職員住宅等の廃止によ

る施設跡地 

 府営住宅建替えにより生み出す用地 

 府立高校再編整備に伴う施設跡地等 

取組効果額  ８8億円  

 

・適正な受益者負担を求める観点から、各年度の予算編成時において単価設定等の妥当性を精査し、必要な改定を適切な時

期に実施する 

4 

使用料、手数料の見直し

等 

・適正な受益者負担を求める観点から、使用

料・手数料の見直しを行うとともに、減免制度

について、制度として時代状況に合わなくなっ

たものや、受益者間の負担の公平を確保する観

点から見直しが必要なものは、見直しを進め

る。 

改定件数２１件 

増収見込み額５億円（一部重複） 

（平年度ベース２４億円） 

改定件数１２件 

増収見込み額２億円（一部重複） 

（平年度ベース２億円） 

 

 

 

 

5 

農業大学校の入学金及

び授業料 

・受益者負担の適正化を図る観点から、農業大

学校について入学金及び授業料の徴収に向け

ての検討を行う。 

・１４年度９月議会において、授業料徴

収にかかる条例改正案を可決。 

・１５年度入学生より授業料を新たに徴収  

 

 

 

再建団体転落を回避～10年間で計画的に財政収支を改善～ 

目標値 ９６．１％ 
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３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 計画における基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

6 

土木施設使用料 

 ―道路占用料等― 

・府の道路占用料は、現在その区分・額も国の

道路法施行令に準拠している。しかし、法の規

定によれば、都道府県の条例で独自に定めるこ

とは可能であり、他の都県でも実施している。

適正な受益者負担を求める観点から、平成14

年度から見直しを行う。 

・府域の地価情勢等を反映した単価に土

木施設使用料（道路占用料等）を改定。

（14年度は経過措置を設定） 

増収見込み額 ３億円（再掲） 

 

 

 

 

増収見込み額 6億円（再掲） 

  

 

 

7 

減免制度 

 ―府営住宅使用料― 

・受益者負担の適正化、公平性の確保の観点か

ら、応能応益家賃制度が平成10年度に導入さ

れ、すべての入居者の家賃が収入に応じた家賃

となったことを踏まえ、平成14年度から現行

制度に適合した減免制度に改める。 

・経過措置を設けた上で、収入額・世帯

人数等に応じた家賃負担額を定める新し

い減免制度に改正。（14年 10月実施）

増収見込み額 1億円（再掲） 

 

   

 

増収見込み額 ９億円（再掲） 

 

     

 

＊ 平年度ベース増収見込み額 

19年度～１８億円（再掲､試算）

 

 
 
 

≪さらなる改革・前倒し項目≫ 
３ヶ年の具体的取組内容 番

号 
項目 基本的考え方 

平成 14年度（実績見込） 平成 1５年度 平成1６年度 
備考 

１ 

日本赤十字社（大阪府支

部）長期貸付金の前倒し

償還 

 昭和 49 年度に行なった社屋建設に要す

る資金貸付の貸付残金について、同社と

協議のうえ、平成 14 年度に前倒し一括

償還を受ける。 

  

 

２ 

大阪高速鉄道㈱長期貸

付金の前倒し償還 

 大阪府から大阪高速鉄道㈱への長期貸付

金について、同社に要請の上、平成 14

年度末に一部前倒し償還を受ける。 

  ※17 年度末償還

の予定であった

ため、17 年度収

入において▲６

億円となる 

 

再建団体転落を回避～10年間で計画的に財政収支を改善～ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府総務部行政改革室 計画推進グループ 

〒540－8570大阪市中央区大手前2丁目 ℡06（6941）0351 
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